
別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和5年度）
（単位：円）

300,000 300,000 1,080,192

6

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

良寛記念館維持運営事業 出雲崎町 1,300,000 1,300,000 5,127,949

80,000,000 80,000,000 245,751,123

66,193,746

347,856,000 347,856,000 537,454,974

25,717,468

3

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

小中学校維持運営事業 出雲崎町 12,000,000 12,000,000 25,000,836

4

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

公民館維持運営事業 出雲崎町 5,441,609

5

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

体育施設維持運営事業 出雲崎町

2

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

市立学校の維持運営事業 長岡市 54,911,000 54,911,000

1,500,000 1,500,000

72,573,047

交付金事業に要し
た経費

交付金充当額 備　考

4,400,000 4,400,000 7,000,400

8 福祉対策措置

9 福祉対策措置

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間

接交付金事業者名

柏崎市

柏崎市

1

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

市道大沢線道路改良事業《2級》 三条市

図書館管理運営事業

消防署運営事業

40,000,000 40,000,000

刈羽村

11 福祉対策措置 体育施設管理運営事業 柏崎市

10 福祉対策措置 健康福祉運営事業 24,900,000 24,900,000

26,967,44426,967,444刈羽村農業集落排水・個別排水運営事業

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

7 28,873,744



　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

柏崎市

長岡市

出雲崎町

刈羽村

18 地域活性化措置

長岡市小国診療所維持運営事業

小学校通学バス運行事業

ケーブルテレビ運営事業

17 地域活性化措置

15 福祉対策措置

栃尾地域スクールバス運行事業

16 地域活性化措置

国際教育推進事業

5,000,000

24,828,080

45,000,000 45,000,000 94,777,779

12 福祉対策措置

14 福祉対策措置

博物館運営事業

19 地域活性化措置 村まつり振興事業

4,400,000 4,400,000

10,000,000 10,000,000

12,210,000

22,354,640

7,318,687

9,800,000 9,800,000 9,999,000

18,159,858

長岡市

刈羽村

14,772,531

3,200,000 3,200,000 3,630,000刈羽村

6,700,000 6,700,000

12,210,000

24 地域活性化措置 特別支援教育推進事業 聖籠町 30,000,000 30,000,000 67,822,812

20 地域活性化措置 地域コミュニティ活動推進事業 柏崎市 50,000,000 50,000,000 108,721,872

22 地域活性化措置 資源ごみ・一般ごみ収集運搬事業 出雲崎町 11,200,000 11,200,000 26,268,000

21 地域活性化措置 小国地域スクールバス運行事業

23 地域活性化措置 可燃・不燃ごみ収集事業 湯沢町 30,000,000 30,000,000 62,287,000

妊婦健康診査費助成事業福祉対策措置13 27,513,74010,000,00010,000,000柏崎市

長岡市 5,000,000



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

措置名 交付金事業の名称

公共施設に係る整備、維持補
修又は維持運営等措置

                                    市道大沢線道路改良事業＜2級＞

交付金事業の担当課室 総務部財務課

うち文部科学省分 0 0

うち経済産業省分 4,377,500 4,400,000 4,400,000

総事業費 4,377,500 4,400,000 4,400,000

交付金充当額 4,377,500

交付金事業の評価課室 総務部財務課

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

活動見込 ％ 100100100道路改良工事の進捗率
活動実績

達成度 0.0%0.0%

単位 令和5年度令和4年度令和3年度

0.0%

4,400,000 4,400,000

交付金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

目標値 m 660.0

事業期間の設定理由 降雪や農作業により、工事や測量の実施期間が限られており、年次的な整備が必要なため。

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度

達成度

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後速やかに評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

成果実績

評価に係る第三者機関等の活用の有無

安全確保の
ための道路

整備

予定延長整
備率

L=660.0m

工事費 制限付一般競争入札 株式会社　早川組 7,000,400

番号

1

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

三条市総合計画（令和5年度～令和10年度）
第5章　住み良い地域づくり
　第1節　生活環境の整備

　1　道路ネットワークの強化
⑷ その他市道の整備

生活道路である市道の拡幅改良等の整備を計画的、効果的に進めます。

事業開始年度 平成22年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 三条市

交付金事業実施場所 三条市大沢地内

交付金事業の概要

　市道大沢線は、これまで主に地元の方の生活道路として利用されてきましたが、近年下田郷の魅力
の高まりにより隣接市から市道やまなみ線へ抜け国道へ出るための経路として観光客などの通行量が
増加しています。
　しかし、当該道路の現況は道幅が狭く、車のすれ違いや歩行者の移動に困難が生じています。特に
冬季は交通への影響が顕著であり、幼稚園への通園バスや緊急車両の通行が困難となることも懸念さ
れるため、地元の方からも改修を要望されています。
　これらの状況を踏まえ、観光客、地域住民の安全確保を図るため、本道路改良工事を実施します。
　全体の施工延長はL=660m、幅員はW=5m、施工面積はA=3,300㎡であり、R4年度末では、L=508.4m
（予定延長整備率77.0％）実施済みです。
　R5年度は、道路改良工事をL=58.1m実施する予定です。R5年度末では、L=566.5m（予定延長整備率
85.8％）を見込んでいます。

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）　

交付金事業の評価課室 長岡市教育部教育総務課、越路支所地域振興・市民生活課、小国支所地域振興・市民生活課

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
人件費 雇用 管理員13名、調理職員9名 72,573,047

うち経済産業省分 55,086,000 54,906,000 54,911,000

交付金事業の担当課室 長岡市教育部教育総務課、越路支所地域振興・市民生活課、小国支所地域振興・市民生活課

総事業費 55,086,000 54,906,000 54,911,000

交付金充当額 55,086,000 54,906,000 54,911,000

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

活動見込 人月 253 253 242
職員の雇用量
（雇用人数（人）×雇用
期間（月））

活動実績 人月 244 240 242

達成度 ％ 96.4% 94.9%

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度

100.0%

目標値 ％ 100

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

行き届いた教育と子ども
たちがゆとりを感じる学
校づくりを進めます。
次代を担う健全な児童・
生徒を育成する環境づく
りを進めます。

達成度 ％ 100

評価年度の設定理由

事業終了が2月末のため事業実施翌年度早期までに評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

成果実績 ％ 100

　学校給食について、当該市立学校では正規の調理員9名を配置し、自校方式による完全給食を実施するこ
とで、児童生徒、保護者から好評を得ています。
　また、当該市立学校では正規の学校管理員13名を配置し、適切な管理業務が行われました。
　以上のことから、行き届いた教育、子どもたちがゆとりを感じる学校づくり及び次代を担う健全な児童・
生徒を育成する環境づくりを進めることに寄与しました。

番号

2

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

長岡市総合計画
施策の柱2－3　質の高い教育の推進
　長岡市は、子どものやる気をかきたて、自分の良さや可能性に気づくきっかけとなる熱中・感動体験の充
実に取り組むとともに、一人ひとりの個性・特性を大切にし、可能性を引き出し伸ばす教育を進めます。

【目標】
・行き届いた教育と子どもたちがゆとりを感じる学校づくりを進めます。
・次代を担う健全な児童・生徒を育成する環境づくりを進めます。

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 長岡市
交付金事業実施場所 長岡市大島新町地内ほか

交付金事業の概要

　事業実施の小学校12校及び中学校3校は、長岡市において南西部に位置し、柏崎刈羽原子力発電所に近い
区域にあります。
　次代を担う子どもたちの個性を伸ばすために義務教育が果たす役割は極めて重要であるため、令和5年度
市立学校15校の管理員13名、調理職員9名の人件費（給料）11か月分に交付金を充当し、学校教育の充実に
寄与するよう努めます。

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営費等措置

市立学校の維持運営事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）　

補助金充当額 17,000,000

　電気保安業務委託料 随意契約 にいがたでんきほあん協同組合 162,164

補助金事業の担当課室 教育課

補助金事業の評価課室 教育課

　人件費 雇用 給食調理員2名 2,610,043

　消防用設備点検料 随意契約 ㈲長岡防災 220,000
　警備保障委託料 随意契約 セコム上信越(株) 314,740

　人件費 雇用 給食調理員2名 2,518,300

　人件費 雇用
介助員2名、教員補助員2名、学校

管理員1名
7,290,828

　消防用設備点検料 随意契約 ㈲長岡防災 320,650

出雲崎中学校

　警備保障委託料 随意契約 セコム上信越(株) 315,870
　電気保安業務委託料 随意契約 にいがたでんきほあん協同組合 179,406

15,000,000 12,000,000

総事業費 17,000,000 15,000,000 12,000,000

補助金事業の契約の概要

令和4年度 令和5年度 備　考

補助金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

198

補助金事業の総事業費等 令和3年度

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 ％ 100.0% 94.4%

年度

会計年度任用職員の活動人数
小学校　10人×11ヶ月＝110人
中学校　8人×11ヶ月＝88人

活動実績 人 209 187
活動見込 人 209

事業期間の設定理由

補助金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

開校日数
538日

（2校分）
開校日

成果実績 日 494

目標値 日 538

達成度 ％ 91.8%

評価年度の設定理由
成果実績を測定し次第、評価を実施。

補助金事業の定性的な成果及び評価等

中学校の部活動の地域移行に伴い、土曜日の開校日が減少したため、目標には達しませんでしたが、補助事
業を実施したことにより通年を通じ、施設の効率的かつ効果的な維持運営が図られました。

番号 措置名 補　助　金　事　業　の　名　称

3
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置

小中学校維持運営事業

補助金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
　基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】
　　施策①　学校教育の充実
　　　【施策の方針】
　　　　すべての子どもたちが、質の高い教育を安全・安心にそして平等に受けることができる教育環境の
　　　　整備を進めます。また、確かな学力を身につけ豊かな心を育むために、教育内容や学習機会を充実
　　　　させます。
　　　【目標】
　　　　開校日数　538日

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

補助金事業者名 出雲崎町
補助金事業実施場所 出雲崎町大字　川西・米田　地内

補助金事業の概要 出雲崎小学校・出雲崎中学校の効率的かつ効果的な維持運営を図るため、小・中学校の人件費、警備保障費
等の維持運営費に補助金を充当します。

契約金額

出雲崎小学校

　人件費 雇用 介助員4名、教員補助員3名、学校
管理員1名

11,068,835

契約の目的 契約の方法 契約の相手方



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）　

補助金充当額 2,700,000 3,000,000 1,500,000

補助金事業の担当課室 教育課

補助金事業の評価課室 教育課

　消防用設備点検料 随意契約 ㈲長岡防災 64,570
　警備保障委託料 随意契約 セコム上信越(株) 214,060

海岸公民館
　人件費 雇用 事務員1名 1,645,732

　電気保安業務委託料 随意契約 にいがたでんきほあん協同組合 134,019

　人件費 雇用 管理員1名、清掃員1名 2,857,428
　消防用設備点検料 随意契約 ㈲長岡防災 226,600

補助金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標

中央公民館

　警備保障委託料 随意契約 セコム上信越(株) 299,200

補助金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

補助金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

総事業費 2,700,000 3,000,000 1,500,000

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

33
活動見込 人 33

達成度 ％ 100.0% 100.0%

会計年度任用職員の活動人数
中央公民館　2人×11ヶ月＝22人
海岸公民館　1人×11ヶ月＝11人

活動実績 人 33
単位 令和4年度 令和5年度

33

事業期間の設定理由

補助金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

中央公民館利用
者数9,800人

中央公民館
利用者数

成果実績 人 14,617
目標値 人 9,800
達成度 ％ 149.2%

評価年度の設定理由
成果実績を測定し次第、評価を実施。

補助金事業の定性的な成果及び評価等
通年を通じ、施設の効率的かつ効果的な維持運営が図られました。

番号 措置名 補　助　金　事　業　の　名　称

4
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置

公民館維持運営事業

補助金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
　基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】
　　施策②　生涯学習の充実
　　　【施策の方針】
　　　　町民が生涯を通じて、主体的に学ぶことができるよう、ニーズに応じた学習機会を提供するととも
　　　　に、指導者の育成に努めます。
　　　【目標】
　　　　中央公民館利用者数　9,800人

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

補助金事業者名 出雲崎町

補助金事業実施場所 出雲崎町大字　米田・羽黒町　地内

補助金事業の概要
中央公民館・海岸公民館の効率的かつ効果的な維持運営を図るため、公民館の人件費、警備保障費等の維持
運営費に補助金を充当します。
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1,200,000 1,800,000

補助金事業の担当課室 教育課

補助金事業の評価課室 教育課

　警備保障委託料 随意契約 セコム上信越(株) 264,830

　電気保安業務委託料 随意契約 にいがたでんきほあん協同組合 108,887
町民野球場

総事業費 1,200,000 1,800,000 300,000

　消防用設備点検料 随意契約 ㈲長岡防災 173,800

300,000補助金充当額

補助金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

町民体育館

補助金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

補助金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和5年度 年度

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 ％ 100.0%

年度

警備保障の委託月数

活動実績 月 10
活動見込 月 10

事業期間の設定理由

補助金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

体育施設利用者
数28,000人

体躯施設利
用者数

成果実績 人 30,274
目標値 人 28,000
達成度 ％ 108.1%

評価年度の設定理由
成果実績を測定し次第、評価を実施。

補助金事業の定性的な成果及び評価等
通年を通じ、施設の効率的かつ効果的な維持運営が図られました。

番号 措置名 補　助　金　事　業　の　名　称

5
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置

体育施設維持運営事業

補助金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
　基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】
　　施策③　スポーツの振興
　　　【施策の方針】
　　　　子どもから高齢者まで誰もが手軽にスポーツに親しむことができる環境や機会の充実を図るととも
　　　　に、指導者の育成に努めます。
　　　【目標】
　　　　体育施設利用者数　28,000人

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

補助金事業者名 出雲崎町
補助金事業実施場所 出雲崎町大字　米田　地内

補助金事業の概要
町民体育館・町民野球場・ふれあい広場（プール、柔道場、ＧＢ場）の効率的かつ効果的な維持運営を図
るため、各施設の警備保障費等の維持運営費に補助金を充当します。

ふれあい広場

　電気保安業務委託料 随意契約 にいがたでんきほあん協同組合 126,505

　消防用設備点検料 随意契約 ㈲長岡防災 107,800
　警備保障委託料 随意契約 セコム上信越(株) 298,370
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補助金事業の担当課室 教育課

補助金事業の評価課室 教育課

　人件費 雇用 館長1名、受付案内2名 5,127,949

補助金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

良寛記念館

補助金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

33

補助金充当額 600,000 1,400,000 1,300,000

33
活動見込 人 33

補助金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

総事業費 600,000 1,400,000 1,300,000

評価年度の設定理由
成果実績を測定し次第、評価を実施。

補助金事業の定性的な成果及び評価等

入館数については、目標数を達成することはできませんでしたが、令和6年度は、「良寛」地域交流事業
の実施や絵手紙コンテストの実施により入館数の増加を目指します。補助事業を実施したことにより、
通年を通じ、施設の効率的かつ効果的な維持運営が図られました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 ％ 100.0% 100.0%

年度

会計年度任用職員の活動人数
良寛記念館　3人×11ヶ月＝33人

活動実績 人 33

成果指標 単位 評価年度 令和5年度

良寛記念館入館
者数10,000人

良寛記念館
入館者数

成果実績 人 5,579
目標値 人 10,000
達成度 ％ 55.8%

番号 措置名 補　助　金　事　業　の　名　称

6
公共用施設に係る整備、維持補
修又は維持運営等措置

良寛記念館維持運営事業

補助金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
　基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】
　　施策④　文化・芸術の振興
　　　【施策の方針】
　　　　町民が多様な文化・芸術に親しむことができる環境づくりを推進するとともに、町に残る貴重な
　　　　伝統文化の継承、文化財の保存と活用を図り、次代につなぎます。
　　　【目標】
　　　　良寛記念館入館者数　10,000人

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

補助金事業者名 出雲崎町
補助金事業実施場所 出雲崎町大字　米田　地内

補助金事業の概要
良寛記念館の効率的かつ効果的な維持運営を図るため、館長、受付事務等の人件費に補助金を充当しま
す。

事業期間の設定理由

補助金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標
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単位 評価年度

人
人

％

単位

人月

人月

％

日

日

％

番号

7

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその

目標

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
　(3)村民の暮らしに見合った移動環境と生活基盤の整備
　　132　安全・快適な定住環境の整備
　　　○快適な排水環境の確保

・下水道事業の適切な運営及び維持管理等を行っていきます。

目標：下水道（集落排水）加入（つなぎこみ）率 98％（令和7年度）

公共用施設に係る整備、維持補修又は維持
運営等措置

農業集落排水・個別排水運営事業

措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村

交付金事業実施場所   刈羽村内一円

交付金事業の概要

村民の生活に欠かせないライフラインである農業集落排水事業及び個別排水処理施設整備事業を安定的に運営するため、事
業に携わる職員2名を雇用するとともに、農業集落排水処理施設（各浄化センターとその付属施設）の保守点検を委託します。
職員人件費（基本給11か月分・期末勤勉手当）及び保守点検業務委託費（10か月分）に交付金を充当しました。

目標値 4,239

達成度 97.8

評価年度の設定理由

　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 令和5年度

農業集落排水及び個別排水処
理地域の村民の内、施設使用
者4,239人が継続して施設を
使用できるようにします。

施設を継続して使用できる使
用者

成果実績 4,144

活動実績 20 22

活動見込 20 22

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　本事業の安定した運営が維持されることで、村民生活の利便性・快適性が向上するとともに、処理区域内の公共用水域の良
好な水質の確保に寄与しています。
　成果実績が目標値を下回ったのは、人口減少によるものです。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

活動指標 令和4年度 令和5年度 －

集落排水・個別排水運営事業
に携わる職員の交付金対象分
年間延べ雇用月数 達成度 100.0 100.0

農業集落排水処理施設の年間
稼働日数

活動実績 － 366

活動見込 －

  令和4～5年度総事業費
36,255,731

交付金充当額 6,500,000 26,967,444

うち文部科学省分

366

達成度 － 100.0

交付金事業の総事業費等 令和4年度 令和5年度 － 備考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

うち経済産業省分 6,500,000 26,967,444

総事業費 6,500,000 26,967,444

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

職員人件費 雇用 職員2名 7,904,444

交付金事業の担当課室 建設課

交付金事業の評価課室 建設課、産業政策課

施設保守点検委託 指名競争入札
新潟スーパー産業㈱
㈱ジオメイク功明社

20,969,300

計 28,873,744
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番号

8

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 柏崎市

交付金事業実施場所 柏崎市学校町

措置名 交付金事業の名称

福祉対策措置 図書館管理運営事業

評価年度の設定理由

毎年度PDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

交付金事業の成果目標及び成果
実績

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金の活用により、安定した施設運営を行うことができました。入館者数は236,415人と目標の67.5％に留まりました。し
かし、図書貸出数は、児童が16,718人で目標の83.6％、一般が75,054人で目標の78.2％を達成しています。このことから人口減
少や制約のある開館であるにも拘わらず多くの市民から図書館を利用いただいており、市民の生涯学習の拠点施設として市民の
教育及び文化の発展に寄与できたと評価します。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

成果実績 人

目標値 人

達成度 ％

柏崎市第五次総合計画　基本構想・前期基本計画の終期まで

令和7年度

交付金事業の概要

市立図書館の職員人件費（8名分）11ヶ月分・(1名分）10ヶ月分、光熱水費及び下水道使用料9ヶ月分。
市立図書館は、本市における生涯学習の拠点として広く市民に親しまれ、市民の教育及び文化の発展に果たす役割は大きく、累
計入館者数は1,300万人を超える施設となっています。
本交付金事業では、図書館職員（9名）、施設の光熱水費等の運営経費を確保し、安定的な施設運営を継続的に行うことで、市
民一人ひとりが生涯にわたり主体的に学習活動に取り組める環境を整備し、利用者へのサービス充実及び施設の利用促進を図り
ます。

交付金事業に関係する市町村の
主要政策・施策とその目標

交付金事業に関する主要政策・施策
柏崎市第五次総合計画　基本構想・後期基本計画（令和4年度～令和7年度）
　第4章　教育・スポーツ～『たくましさ』をつなぐまちをめざして～
　　第2節　学びを通じて地域の『たくましさ』をはぐくむ
　　　1　学びの機会を充実させる

目標値：入館者数　350,000人
　　　　図書貸出者数（児童）　20,000人
　　　　図書貸出者数（一般）　96,000人

事業開始年度 令和4年度 事業終了（予定）年度

成果実績 人図書貸出者数
（一般）
96,000人

図書貸出者数
（一般）

目標値 人 96,000

達成度 ％

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果
実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

入館者数
350,000人

入館者数

成果実績 人

目標値 人 350,000

達成度 ％

図書貸出者数
（児童）
20,000人

図書貸出者数
（児童）

20,000

無

交付金事業の活動指標及び活動
実績

活動指標 単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度

平常に運営できた日
（開館日数）

活動実績 日 323 337 333

活動見込 日 335 335

達成度 ％ 96.4% 100.6% 100.0%

333

交付金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

総事業費 45,000,000 40,000,000 40,000,000

交付金充当額 45,000,000 40,000,000 40,000,000 平成28～令和5年度総事業費

うち文部科学省分 514,694,862

うち経済産業省分 45,000,000 40,000,000 40,000,000

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金事業の契約の概要

人件費 雇用 職員9人 53,614,046

電気使用料 一般競争入札 ミツウロコグリーンエネルギー㈱ 9,573,497

ガス使用料 随意契約 北陸ガス㈱ 2,349,632

水道・下水道使用料 随意契約 柏崎市上下水道局 656,571

交付金事業の担当課室 教育委員会図書館

交付金事業の評価課室 教育委員会図書館
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交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

総事業費 344,086,000 347,821,000 347,856,000

交付金充当額 344,086,000

うち経済産業省分 344,086,000 347,821,000 347,856,000

契約の目的

交付金事業の成果目標及び成果実
績

交付金事業の定性的な成果及び評価等

消防職員127名を確保することで安定した消防署の管理運営を行うことができました。令和4年に比べ火災、救急の出動件
数が増加しました。特に救急件数は新型コロナウイルス感染症が第5類に分類されましたが、毎年増加傾向にあります。各
種災害や救急事案に対し、迅速かつ的確な消防・救急活動を実施することで、住民の生命・身体・財産の保護と安心して
暮らせる災害に強いまちづくりに寄与し、かつ、市民生活の安定を図ることができたと評価します。今後も一層の消防力
の充実、救急業務の高度化を図るため、人材の育成、救急救命士の配置に努め、災害に強い安全安心なまちづくりを目指
します。

【令和5年:各種訓練回数　2,915回】（令和4年:各種訓練回数　2,684回】
【令和5年:管内出動件数　火災38件、救急4,473件、救助43件】（令和4年:管内出動件数　火災27件、救急4,270件、救助
51件）

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度

消防署、分署、3分遣所の運営
5署(所)×運営日数(4～2月)

活動実績 署日 1,670 1,670 1,675

活動見込 署日 1,670 1,670 1,675

達成度

　　第1節　市民の生活を守る『頼もしさ』をつくる

　　　3　防災や危機管理機能を高める交付金事業に関係する市町村の主
要政策・施策とその目標

交付金事業に関係する主要政策・施策

柏崎市第五次総合計画　後期基本計画（令和４年度～令和７年度）

　第1章　防災・生活・環境～『頼もしさ』をつなぐまちをめざして～

目標：
消防職員127人分の人件費に交付金を充当し、消防本部、消防署、西分署、３分遣所を運営し、１市１町１村（柏崎市、出雲崎町、刈
羽村）の延べ512.68K㎡、37,920世帯、85,763人の住民への消防業務を行います。適切な人員配置により消防業務の安定した滞ること
のない管理運営を行い、地域住民の安全と安心を確保することにより福祉の充実に努めます。

事業開始年度 令和4年度 事業終了（予定）年度 令和7年度

事業期間の設定理由 柏崎市第五次総合計画　後期基本計画の終期まで

番号

9

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 柏崎市

交付金事業実施場所 柏崎市三和町ほか4件

消防本部・消防署、西分署及び3分遣所の消防職員人件費（127名）11か月分。

措置名 交付金事業の名称

福祉対策措置 消防署運営事業

交付金事業の概要

中越沖地震や東日本大震災などの教訓を踏まえ、これまで以上に市民の安全・安心な生活環境の実現が求められており、消防行政が
担う役割は非常に大きくなっています。
本交付金事業では、消防本部・消防署、西分署及び３分遣所の消防職員（127名）を確保し、安定的な消防署運営を継続的に行うこと
で、市民の生命・身体・財産の保護し、安心して暮らせる災害に強いまちづくりに努めることで、市民生活の安定を図ります。

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 評価年度 令和5年度

地域住民の安全
と安心を確保す
ることにより福
祉の充実に努め
ます。

－

成果実績 －

目標値 －

達成度 －

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

単位

％ 100.0% 100.0% 100.0%

347,821,000 347,856,000 令和3～令和5年度総事業費

うち文部科学省分 1,039,763,000

契約の方法 契約の相手方 契約金額

人件費 雇用 職員127名 537,454,974

交付金事業の担当課室 消防本部消防総務課

交付金事業の評価課室 消防本部消防総務課
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単位

成果実績 ％

目標値 ％

達成度 ％

単位

人月

人月

％

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称

10 福祉対策措置 健康福祉運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村

交付金事業実施場所   刈羽村内一円

交付金事業の概要
村民の健康を保持・増進するため、保健指導や栄養指導等の健康福祉事業に携わる保健師4名、管理栄養士1名、社会福祉士1名を雇用

し、これら職員の人件費（基本給11か月分・期末勤勉手当）に交付金を充当しました。

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその目

標

基本目標1　安全安心でやすらぎ
の笑顔

　(4)誰もが健康で安心して暮ら
せる環境の確保

　　142　予防を重視した村民の
健康の維持・増進

　　　○健康づくりの推進
　　○疾病予防の推進

・健康長寿の最大の阻害要因である生活習慣病を予防するため、医療機関や民間関係機関などとの連携
を含め、健康教室の開催、広報やケーブルテレビを通じた健康情報の提供などの健康づくり対策を推進
します。
・健康推進員や食生活改善推進委員を対象とした研修会を行い、育成を図ります。そして、食生活改善
推進委員協議会との連携による食育や地域でのふれあいも含めて、地域に密着した健康づくりを推進
し、地域福祉の向上につなげます。
・特定健診及び各種がん検診、人間ドックなどの定期的な実施のほか、健診未受診者の状況把握と受診
勧奨、情報提供を積極的に行い、生活習慣病の発症予防に努めます。健診を受けた人のフォローに重点
を置き、健診を受けた人が健診結果を正しく生活習慣の改善に結びつけることができるよう保健指導の
内容を工夫します。
・こころの不調、認知症なども含む総合的な健康相談体制の充実を図ります。
・要支援・要介護状態にならないように、フレイル予防について啓発を行い、主体的に取り組めるよう
に支援していきます。

目標：特定健診受診率 男(60％)・女(増加)、健康づくりの推進に対する満足度 42％（いずれも令和7年度）

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

　集落単位で健康相談会（保健指導）を実施することで、244人の参加が得られ、保健指導参加率が当初の目標である60%を上回る結果とな
りました。今後も保健指導や栄養指導等っを通じて村民一人ひとりが主体的に健康保持に努めることを促していきます。

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 評価年度 令和5年度

特定健診の受診者数全体に対する保健指導の
参加率を60％以上とします。

保健指導参加率（参
加者÷受診者数全
体）

65.9

60.0

109.8

評価年度の設定理由

　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 令和3年度 令和4年度 令和5年度

保健師、管理栄養士、介護福祉
士及び社会福祉士の交付金対象
分年間延べ雇用月数

活動実績 58 60 60

活動見込 66 60 66

達成度 87.9 100.0 90.9

交付金事業の総事業費等 令和4年度 令和5年度 備考

総事業費 23,000,000 24,900,000

平成28～令和5年度総事業費
218,054,845

交付金充当額 23,000,000 24,900,000

うち文部科学省分

職員人件費 雇用 保健師4名・管理栄養士1名・社会福祉士1名 25,717,468

うち経済産業省分 23,000,000 24,900,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

計

交付金事業の担当課室 福祉保健課

交付金事業の評価課室 福祉保健課、産業政策課
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契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

体育施設管理代行業務 随意契約 （公財）かしわざき振興財団
371,517,098

（交付対象事業費245,751,123）

補助金事業の契約の概要

総事業費 83,000,000 80,000,000 80,000,000 平成28～令和5年度総事業費

補助金充当額 83,000,000 80,000,000 80,000,000 1,661,090,671

補助金事業の成果目標及び成果実
績

補助金事業の定性的な成果及び評価等

90.6% 90.3%

補助金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

4,500

達成度 ％ 87.7%

　　　1　スポーツによる地域づくりや生きがいづくりを進める

施策の目標指標：市内体育施設利用者数　840,000人（令和7年度）

目標値：市内体育施設のうち本補助金事業対象事業の施設利用者数　631,000人

単位

補助金事業に関係する市町村の主
要政策・施策とその目標

補助金事業に関する主要政策・施策

柏崎市第五次総合計画・後期基本計画（令和4年度～令和7年度）

　第4章　教育・スポーツ分野施策『たくましさ』をつなぐまちをめざして　

　　第3節　スポーツを通じた『たくましさ』をはぐくむ

事業開始年度 令和4年度 事業終了（予定）年度

成果実績 人

令和7年度

事業期間の設定理由 柏崎市第五次総合計画　基本構想・前期基本計画の終期まで

補助金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標

番号

11

補助金事業者名 柏崎市

補助金事業実施場所 柏崎市学校町（柏崎市陸上競技場）ほか14件

市内15体育施設の指定管理料11ケ月分。

措置名 補　助　金　事　業　の　名　称

福祉対策措置 体育施設管理運営事業

補助金事業の概要 安定的な財源を確保し、指定管理者による本市の15体育施設の効率的かつ効果的な管理運営を実現することにより、「市民の健康の
維持・増進」と「競技スポーツの発展」を推進します。

成果指標 評価年度 令和7年度

体育施設管理運
営事業対象施設

の利用者数
670,000人

体育施設管理運
営事業対象施設

の利用者数 達成度 ％

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

目標値 人

令和5年度の施設利用者数は462,542人となりました。新型コロナウィルス感染症が5月8日に5類に移行したことにより、全体的に
は、令和4年度よりも体育施設の利用者が増えています。しかし、全ての施設が増加している状況とは、なっておりません。また、
光熱費高騰の影響により指定管理者の経営状況も苦しい状況が続いているため、今年度も指定管理料の増額を実施しました。今後も
市民の健康の維持・増進にはスポーツ施設を安定的に運営することが不可欠ですので、引き続き利用促進を図っていきます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

補助金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度

平常運営できた日(開館日）の延
べ日数
※かしわざきのスポーツ掲載の施
設利用状況区分に基づく（日）

活動実績 日 3,948 4,078 4,064

活動見込 日 4,500 4,500

補助金事業の担当課室 教育委員会スポーツ振興課

補助金事業の評価課室 教育委員会スポーツ振興課
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補助金事業の成果目標及び成果
実績

補助金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金の活用により、博物館に勤務する学芸員（正規職員4名）を確保し、安定した施設運営を行うことが出来ました。令和5年度
の入館者数は、目標値の達成が難しい状況であります。しかしながら春・夏・秋・冬に企画展等を開催、プラネタリウムでは、定期
投影のほか、特別投影の開催、さらにはＷＥＢミュージアムの充実により、学習機会の創出や学習資源の共有化が図られ、市民の生
涯学習や市の学術、文化の発展に寄与することができたと評価しています。次年度も市民の多様な要望に応えながら入館者の増加と
社会教育環境の充実を図ります。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

柏崎市第五次総合計画　基本構想・後期基本計画の終期まで

達成度 ％

人

評価年度の設定理由

補助金事業者名 柏崎市

補助金事業実施場所 柏崎市緑町（柏崎市立博物館）

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施

措置名 補　助　金　事　業　の　名　称

福祉対策措置 博物館運営事業

補助金事業の概要

博物館の文化学芸に関する業務等に直接従事する学芸員人件費（4名）11か月分。
博物館は、昭和61年7月に開館して以来、学校教育をはじめ、市民の生涯学習や市の学術、文化の発展に寄与する教育機関として注目
を集め、市内外から多くの利用者が訪れています。
本補助金事業では、当館に勤務する学芸員（正規職員４名）を確保し、企画展の開催や調査研究や資料の収集・保存整理等を継続的
に行うことで、市民の多様な要望に応えるなど、入館者の利用促進と社会教育環境の充実を図ります。

補助金事業に関係する市町村の
主要政策・施策とその目標

補助金事業に関係する主要政策・施策
柏崎市第五次総合計画　後期基本計画（令和4年度～令和7年度）
　第4章　教育・スポーツ～『たくましさ』をつなぐまちをめざして～
　　第2節　学びを通じて地域の『たくましさ』をはぐくむ
　　　1　学びの機会を充実させる

目標値：博物館入館者数　35,000人

事業開始年度 令和4年度 事業終了（予定）年度 令和7年度

目標値

番号

12

100.0% 100.0%

事業期間の設定理由

補助金事業の成果目標及び成果
実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

博物館入館者数
35,000人

博物館入館者数

成果実績 人

令和4年度 令和5年度

平常に運営できた日
（開館日数）

活動実績 日 296 281 281

活動見込 日 308 281 281

達成度 ％ 96.1%

補助金事業の活動指標及び活動
実績

活動指標 単位 令和3年度

総事業費 10,000,000 10,000,000 10,000,000 令和3～5年度総事業費

補助金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

補助金事業の契約の概要

補助金事業の担当課室 教育委員会博物館

補助金事業の評価課室 教育委員会博物館

人件費 雇用 学芸員4名 24,828,080

契約の目的 契約の相手方 契約金額契約の方法

補助金充当額 10,000,000 10,000,000 10,000,000 81,382,907
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交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する法令：
母子保健法　第13条第1項
子ども・子育て支援法　第59条第13号

交付金事業に関する主要政策・施策：
柏崎市第五次総合計画　基本構想・前期基本計画（令和4年度～令和7年度）
　第3篇　第3章　健康・福祉～『健やかさ』をつなぐまちをめざして～
　　第2節　子どもを産み育てやすい『健やかな』環境をつくる
　　　2　安心して子育てができる環境を充実させる
目標：
妊娠中に起こりやすい病気を予防・早期発見し、必要な医療又は保健指導を受けることを推進し、母子の健康増進と子育て支援の充
実を図ります。

番号

13

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 柏崎市

交付金事業実施場所 新潟県一円（市内含む県内の病院・診療所等の医療機関）

措置名 交付金事業の名称

福祉対策措置 妊婦健康診査費助成事業

交付金事業の概要

妊婦健康診査（14回分）事業委託料10ケ月分。
出産年齢の上昇により、母体や胎児の健康管理における妊婦健康診査の重要性、必要性が一層高まっています。また、経済的な理由
などから健康診査を受診しない場合もあり、妊婦・出産に係る経済的不安を軽減することが求められています。
本交付金事業では、妊婦健康診査の公費負担の充実を継続的に図り、少子化解消の一助に資するとともに、積極的な妊婦健康診査の
受診に繋げ、母子の健康の保持、増進及び子育て支援の充実を図ります。

総事業費 30,000,000 10,000,000 10,000,000

交付金充当額 30,000,000 10,000,000 10,000,000

3,944

達成度 ％ 99.7% 95.1% 84.3%

交付金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

事業開始年度 令和4年度 事業終了（予定）年度 令和7年度

事業期間の設定理由 第五次総合計画　基本構想・前期基本計画の終期まで

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

母子の健康増進
と子育て支援の
充実を図りま
す。

－

成果実績 －

目標値 －

達成度 －

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

交付金事業の成果目標及び成果実
績

交付金事業の定性的な成果及び評価等

令和5年度妊婦健康診査受診者のうち、妊娠高血圧症候群（20件）、貧血（26件）、糖尿病（29件）、切迫早産等のその他の異常（79
件）を早期に発見し医療につなぐことで重症化を予防する効果があったと考えます。また、妊婦健康診査受診時の様子から、支援が
必要と思われる妊婦（ハイリスク妊婦：精神疾患、出産後の援助者がいない、不安が大きい等）について、医療機関の連絡会等で情
報をいただくことで、助産師・保健師による訪問や相談、学級でのフォローに効果的につながり、関係機関による途切れない支援の
ひとつとなっていると考えます。
よって、本交付金の充当により事業を安定的に運営することができ、母子の健康の保持・増進及び子育て支援の充実に資することが
できたと評価します。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度

妊婦健康診査受診者延べ人数

活動実績 人 4,487 3,046 3,326

活動見込 人 4,500 3,202

うち経済産業省分 30,000,000 10,000,000 10,000,000

交付金事業の評価課室 子ども未来部子育て支援課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

妊婦健康診査業務委託 随意契約 県内医療機関　20件 27,513,740

交付金事業の担当課室 子ども未来部子育て支援課

交付金事業の契約の概要

うち文部科学省分



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）　

施設等の修繕料 随意契約 平野建設株式会社・有限会社匠電社・株式会社
米峰・有限会社　オイルメンテナンス新潟 1,671,560

消耗品費他 単価契約
株式会社コメリ・株式会社コバックス・株式会
社新潟県厚生事業協同公社・株式会社ＢＳＮア
イネット・株式会社　米峰

445,246

水道料 随意契約 長岡市水道局 115,103

補助金充当額 45,000,000 45,000,000 45,000,000
令和元年度～令和5年度
総事業費　　　478,738,340

共済費 雇用 医師1名、職員10名 9,910,085

補助金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
人件費 雇用 医師1名、職員10名 55,268,693

98.6% 98.6%

補助金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

総事業費 45,000,000 45,000,000 45,000,000

％ 91.2

無

補助金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度

診療日数　146日
活動実績 日 144 145 144
活動見込 日 146 147 146
達成度 ％ 98.6%

目標値 ％ 100

達成度 ％

事業期間の設定理由
当該事業経費は、長岡市小国診療所維持運営のための人件費、光熱水費、施設修繕費、消耗品、電信電話料、委託
料、使用料及び賃借料である。事業開始の4月1日は、年度開始日であり人件費の発生日やそれぞれの契約期間が4月1
日から翌年3月31日の年間契約としている契約がほとんどのため、4月1日を事業開始日とする。

補助金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

患者受診者数
前年比
100％

91.2%

評価年度の設定理由
毎年度長岡市小国診療所維持運営による事業改善を図るため、事業実施翌年早期に評価を実施。

補助金事業の定性的な成果及び評価等

長岡市小国診療所の令和5年度科別患者数は、内科4,445名、整形外科123名、計4,568名で前年比
91.2％(内科・整形外科）となっています（小国地域の住民約4,400名）。高齢化社会にあって、診療
所が地域に果たす役割が重要となっており、地域医療の充実と施設の円滑な運営に寄与しましたが、
小国地域の人口減少に伴い目標値に達する事が難しくなってきています。今後はより患者に寄り添い
ながら検査等を充実していき、他病院に紹介しなくても当診療所でできるだけ治療等ができるように
改善していきます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

今年度患者数
÷

前年度患者数

成果実績

番号

14

補助金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
長岡市小国診療所は地域住民が安心して医療を受けられるよう維持運営をします。
目標
地域住民（約4,400名）が安心して生活できる医療環境を提供します。

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

補助金事業者名 長岡市
補助金事業実施場所 長岡市小国町楢沢地内

補助金事業の概要

　長岡市小国診療所は、内科・整形外科があり、診療所の所在する小国地域は、交通の不便な豪雪地帯に位置し、地
域住民の安心な生活に必要不可欠な機関となっています。この診療所維持運営のため、給料・手当・共済費（医師１
名、職員10名）、光熱水費、施設修繕費、消耗品、役務費（電信電話料他）、診療業務委託料（医師1名、管理栄養士
1名）、委託料（システム機器警備委託料他）、使用料及び賃借料（患者送迎車賃貸借料他）11か月分を補助金で充当
します。

措置名 補　助　金　事　業　の　名　称

福祉対策事業 長岡市小国診療所維持運営事業

下水道使用料 随意契約 長岡市水道局 68,927
電気料 随意契約 東北電力株式会社長岡営業所 2,052,372



ガソリン代 単価契約 株式会社　ジェイエイサービス柏崎・
株式会社イマイエネルギー 49,977

医療機器修繕料 随意契約 株式会社　悠久堂医科器械店 121,000

医療材料費 単価契約

株式会社悠久堂医科器械店・カナイ医療器株式
会社・橋本医科器械株式会社・株式会社メディ
セオ長岡支店・株式会社スズケン長岡支店・株
式会社保健科学研究所・株式会社バイタルネッ
ト長岡支店・株式会社マルタケ長岡店・アルフ
レッサ株式会社長岡支店・有限会社エム・ケ

イ・メディカル・株式会社　シマキュウ

3,162,223

灯油代 単価契約 株式会社イマイエネルギー・浦田屋商店 1,205,270

電信電話料 随意契約 東日本電信電話株式会社・
ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社 247,477

クリーニング代 随意契約 株式会社新潟県厚生事業協同公社 132,110

医療廃棄物処理料 随意契約 株式会社新潟県厚生事業協同公社
三島谷興産(株） 47,080

整形外科診療業務委託 随意契約 村山信行医師 2,028,000
栄養食事指導業務委託 随意契約 中村シゲミ管理栄養士 24,240
システム機器警備委託 随意契約 セコム上信越　株式会社 416,350
日常清掃等業務委託 随意契約 公益社団法人　長岡シルバー人材センター 539,396

清掃業務委託 指名競争入札 株式会社　渡辺ビルサービス 485,900
飲料水貯水槽清掃業務委託 随意契約 株式会社　渡辺ビルサービス 121,396

消防設備点検業務委託 随意契約 株式会社　米峰 259,600
冷温水機冷暖房切替点検業務委託 随意契約 平野建設株式会社 242,000
自家用電気工作物保安管理業務委託 随意契約 一般財団法人東北電気保安協会新潟事業本部 290,400

自動ドア設備保守点検業務委託（診療棟） 随意契約 新潟寺岡オート・ドア株式会社 132,000
地下タンク検査業務委託 随意契約 有限会社　オイルメンテナンス新潟 107,800

空調・給湯設備保守点検業務委託 随意契約 株式会社　柏崎設備工業 305,250
医師、患者送迎車の運転及び施設管理業務委託 随意契約 公益社団法人　新潟県シルバー人材センター連合会 587,601
廃棄物収集運搬業務委託 指名競争入札 株式会社　丸共 136,100

医事システムソフトサービス業務委託 随意契約 株式会社　ＢＳＮアイネット長岡支社 442,530
オンライン資格確認システムサポート
サービス保守業務委託料 随意契約 株式会社　ＢＳＮアイネット長岡支社 65,560

血液検査等臨床検査業務委託 随意契約 株式会社保健科学研究所 2,006,723
診療検査業務委託料 随意契約 新潟県厚生連　小千谷総合病院 140,970

デジタルＸ線ＴＶ装置保守業務委託 随意契約 キャノンメディカルシステムズ株式会社長岡サービスセンタ 445,500
放射線被ばく量検査測定業務委託 随意契約 長瀬ランダウア株式会社 29,700

自動血球計数装置保守点検業務委託 随意契約 カナイ医療器株式会社 71,500
Ｘ線撮影室漏洩線量測定業務委託 随意契約 株式会社　トーク 198,000
乾式臨床化学分析装置保守業務委託 随意契約 アークレイインフィニティ株式会社 66,000

患者送迎車賃貸借 随意契約 有限会社　山岸モータース 385,000
公用車賃貸借 指名競争入札 有限会社　山岸モータース 251,900

医療事務処理システム機器賃貸借 随意契約 株式会社　ＢＳＮアイネット長岡支社 1,155,000
歯科医療事務システム機器賃貸借 随意契約 株式会社　ＢＳＮアイネット長岡支社 155,520

玄関マット賃貸借 随意契約 株式会社　サニクリーン甲信越長岡営業所 21,780
複写機賃貸借 随意契約 株式会社　コバックス 77,000
寝具類賃貸借 随意契約 株式会社新潟県厚生事業協同公社 218,790

骨塩測定ソフトウエア使用 随意契約 富士フィルムメディカル株式会社　北関東支社 14,960
自動体外式除細動器類賃貸借 指名競争入札 株式会社悠久堂医科器械店 39,600
全身用Ⅹ線ＣＴ診断装置・ＣＲシステム賃貸借 指名競争入札 キャノンメディカルファイナンス株式会社 2,961,730
デジタル画像読取装置賃貸借 指名競争入札 株式会社　悠久堂医科器械店 74,800
心電図検査装置賃貸借 指名競争入札 株式会社日医リース 277,560

ホルター自動連続血圧計賃貸借 指名競争入札 株式会社日医リース 86,900
歯科用レントゲン装置装置賃貸借 指名競争入札 ＮＴＴファイナンス株式会社新潟支店 766,800
超音波画像診断装置賃貸借 指名競争入札 三菱ＨＣキャピタル株式会社　新潟法人支店 790,900

内視鏡検査装置賃貸借 指名競争入札 株式会社　悠久堂医科器械店 734,800
上部消化管汎用ビデオスコープ賃貸借 随意契約 株式会社　悠久堂医科器械店 732,600
内視鏡画像診断装置賃貸借料 指名競争入札 株式会社　悠久堂医科器械店 181,500

補助金事業の担当課室 長岡市小国診療所

補助金事業の評価課室 長岡市小国診療所

在宅酸素療法酸素供給装置賃貸借料 随意契約 株式会社　悠久堂医科器械店 836,000

在宅持続陽圧呼吸装置賃貸借料 随意契約 株式会社　悠久堂医科器械店
帝人ヘルスケア株式会社 1,375,000

合　計 94,777,779



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）　
番号

15

補助金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
　基本目標４　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】
　　施策①　学校教育の充実
　　　【施策の方針】
　　　　すべての子どもたちが、質の高い教育を安全・安心にそして平等に受けることができる教育環
　　　　境の整備を進めます。
　　　　また、確かな学力を身につけ豊かな心を育むために、教育内容や学習機会を充実
　　　　させます。
　　　【目標】
　　　　通学バス3台運行、利用者 97人

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

補助金事業者名 出雲崎町
補助金事業実施場所 出雲崎町全域

補助金事業の概要

出雲崎町の小学校は1町1校で、中山間地域の地形から集落が点在しており、小学校までの通学が困難
な児童を多く抱えている。児童の地域的な格差是正を図り、教育の機会均等に資するため、小学校通
学バス運行事業（通学バスの運行業務2路線・町有バスの運転代行業務1路線、各10ヶ月分）の委託料
に補助金を充当する。12月から2月までは中学生が登校時混乗することとなりますが、その経費につい
ては、控除します。

措置名 補　助　金　事　業　の　名　称

福祉対策措置 小学校通学バス運行事業

目標値 人 97
達成度 ％

事業期間の設定理由

補助金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

バスの利用
者数 97人

87.6%
評価年度の設定理由

成果実績を測定し次第、評価を実施。
補助金事業の定性的な成果及び評価等

バスの利用を当初見込んでいた児童が、児童クラブの利用や保護者の送迎などによりバスの利用希望
をしなかったため、目標は達成できませんでした。また、運行日数も学校の年間の開校日が当初の計
画より変更により減少したため、目標は達成できませんでしたが、補助事業の実施により通年を通
じ、児童生徒の安全・安心な登下校が図られました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

バスの利用
者数

成果実績 人 85

無

補助金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度

通学バスの運行日数
活動実績 日 170 205 170
活動見込 日 188 169 172
達成度 ％ 90.4% 121.3% 98.8%

備　考

総事業費 9,000,000 8,200,000 6,700,000
補助金充当額 9,000,000 8,200,000 6,700,000

補助金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度

補助金事業の評価課室 教育課

出雲崎小学校通学バス運転代行等業務委託 随意契約 ㈱イドム 1,382,106

交付金事業の評価課室 教育課、産業政策課

補助金事業の担当課室 教育課

補助金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
出雲崎小学校通学バス運行業務委託 随意契約 越後交通㈱ 16,777,752



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

単位 評価年度

件

件

％

単位

本

本

％

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその

目標

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

基本目標3　自律と絆で希望の笑顔
　(3)情報の公開や提供によるオープンな行政
　　331　情報公開・情報共有と双方向の情報提供
　　　○適切でわかりやすい情報公開の推進

・村民のコミュニティ活動を支援し行政との協働関係を確立する
ため、ケーブルテレビ、ホームページ、広報かりわの充実などに
よる関連情報の提供に努めます。
・緊急通報も含めて、わかりやすくスムーズな情報の受発信が確
実に行えるよう、地域におけるきめ細かな情報網の完備・一元
化・明確化に向け、地域情報化施設の整備・維持運営を推進しま
す。

目標：村ホームページへの延べアクセス数 4,000,000件（令和7年度）

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称

交付金事業の概要

ケーブルテレビを通じて村民に様々な情報を提供し、村民の生活利便性を向上させるため、ケーブルテレビ事業を担当する職員2名
を雇用するとともに自主放送番組の制作を一部委託し、職員2名の人件費（基本給11か月分・期末勤勉手当）及び自主放送番組制作委
託費8か月分に交付金を充当しました。

16 地域活性化措置 ケーブルテレビ運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村

交付金事業実施場所 　刈羽村内一円

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 令和5年度

加入件数1,730件を維持します。 ケーブルテレビ加入件数 成果実績

目標値

　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

達成度

評価年度の設定理由

1,806

1,730

104.4

刈羽村ケーブルテレビの継続運営により、村からのお知らせや防災関連など様々な情報を村民に向けて伝達することができまし
た。
　 迅速な発信に努め、村民の生活の利便性向上に繋がりました。
 機関名：刈羽村ケーブルテレビ放送番組審議会
 構成員：刈羽村社会福祉協議会 事務局長　他4名
評価内容：刈羽村は放送法に基づき放送番組の適正化を図るため、刈羽村ケーブルテレビ放送番組審議会を設置しています。新規番

組の制作に重点を置き、番組の充実化を図りました。年代問わず、多くの方に見ていただける工夫を施すことに関してご意見をいた
だきましたので、今後の番組制作時の参考にして事業を進めていきたいと思います。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

有

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 令和3年度 令和4年度 令和5年度

119.1

100自主放送番組制作本数 活動実績

活動見込

達成度

83

114.9

87

うち文部科学省分

令和4年度 令和5年度 備考

平成28～令和5年度総事業費
139,215,790

交付金充当額 12,000,000 12,210,000

68 68

交付金事業の総事業費等

122.1

81

総事業費 12,000,000 12,210,000

契約の目的 契約の方法 契約の相手方

うち経済産業省分 12,000,000 12,210,000

職員2名

交付金事業の評価課室 総務課、産業政策課

交付金事業の契約の概要

7,439,931

14,772,531

交付金事業の担当課室 総務課

自主放送番組制作委託料 指名競争入札 ㈱ビジョン・ウェーブ 7,332,600

職員人件費 雇用

計

契約金額



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

単位 評価年度
成果実績 人
目標値 人
達成度 ％

単位

日

日

％

計 3,630,000

交付金事業の担当課室 教育課

交付金事業の評価課室 教育課、産業政策課

外国語指導助手（ALT）報酬 雇用 外国語指導助手（ALT）1名 3,630,000

うち経済産業省分 3,200,000 3,200,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

145 145

総事業費 3,200,000 3,200,000

平成28～令和5年度総事業費
30,090,000

交付金充当額 3,200,000 3,200,000

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費等 令和4年度 令和5年度 備考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 令和3年度 令和4年度 令和5年度

155

達成度 108.3 106.2 112.3

小学校、中学校、保育園での語
学指導実施日数

活動実績 157 154 174

活動見込

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 令和5年度

概ね月2回及び学校休暇期間中の希望者向け
外国語活動で延べ300人の参加者を得ます。

外国語活動年間延べ参加人数 237

300

79.0

評価年度の設定理由

　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　小中学校及び保育園での語学指導並びに週1回及び学校休暇中の希望者向け外国語活動を通じて、児童・生徒・園児の国際交流に対す
る積極的な態度が養われ、国際教育の充実が図られました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

事業期間の設定理由

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその目

標

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
　(5)高齢者や障がい者の活躍と子育て・教育環境の充実
　　153　個性を伸ばす教育環境の整備
　　　○教育体制の充実

・海外姉妹都市との交流の推進などにより、国際化に対応したグ
ローバルな人材の育成を目指す教育環境の整備を進めます。

基本目標2　地域価値で豊かさの笑顔
　(4)地域資源を活用した個性豊かなまちづくり
　　241　地域資源の有効活用と交流促進
　　　○都市交流、国際交流の推進

・小中学校及び保育園の児童生徒の国際感覚を養うため、
ＡＬＴを配置し、引き続き国際交流・人材育成を推進します。

目標：学校教育の体制や環境の充実に対する満足度 43％（令和7年度）

　　　地域間交流・国際交流の推進に対する満足度 17％（令和7年度）

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村

交付金事業実施場所 　刈羽村大字割町新田・刈羽地内

交付金事業の概要
小・中学校及び保育園の児童・生徒に語学力及び国際感覚を身につけさせるため、外国語指導助手（ＡＬＴ）1名を雇用し、報酬11か

月分に交付金を充当しました。

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称

17 地域活性化措置 国際教育推進事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度）

児童生徒が安心して生活
できる環境づくりを目指
します。

交付金事業の担当課室 長岡市栃尾支所地域振興課

交付金事業の評価課室 長岡市栃尾支所地域振興課

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

業務委託 随意契約 公益社団法人
新潟県シルバー人材センター

7,318,687

うち経済産業省分 4,400,000 4,400,000 4,400,000

交付金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

総事業費 4,400,000 4,400,000 4,400,000
交付金充当額 4,400,000 4,400,000 4,400,000
うち文部科学省分

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度

100.0%
活動見込 月 11 11 11スクールバス運行月
活動実績 月 11 11 11

達成度 ％ 100.0% 100.0%

目標値 ％ 100

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

達成度 ％ 100.0%
評価年度の設定理由

事業終了が2月末のため事業実施翌年度早期までに評価を実施
交付金事業の定性的な成果及び評価等

成果実績 ％ 100

　学校の統合により遠距離通学となっている児童生徒の登下校時における安全確保、通学時間の短縮
及び疲労の緩和等が図られました。
　また、運行業務の委託により経費を削減することができました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

番号

18

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

【主要政策・施策】
長岡市総合計画
施策の柱2－3　質の高い教育の推進
　子どもたちが健康で安全な学校生活を送れるよう、学校施設の計画的な改修や通学路の安全対策、
食物アレルギーへの対応などを推進するとともに、学校、家庭、地域、ＮＰＯ等が連携し、発達に応
じた切れ目のない支援を充実させ、市民総ぐるみで子どもを育てます。

【目標】
児童生徒が安心して生活できる環境づくりを目指します。

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 長岡市
交付金事業実施場所 長岡市栃尾地域

交付金事業の概要

栃尾地域は、山間集落を多く有する周囲を山々に囲まれた盆地であり、かつ特別豪雪地帯の指定を受
けている地域です。
同地域には、急速に進む少子化に伴う小中学校の統合により遠距離通学を強いられる児童生徒がお
り、通学路においては、歩道の未整備、集落と集落の距離が長く家並みが途切れていること、冬期の
降雪による道路の狭隘化、熊の出没等の問題があることから、登下校時における児童生徒の安全確保
のため、長岡市所有又はリースのスクールバスの運行業務について運転員の派遣を受け実施する事業
に交付金を充当します。

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 栃尾地域スクールバス運行事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

単位 評価年度

人

人

％

単位

団体

団体

％

計 9,999,000

交付金事業の担当課室 産業政策課

交付金事業の評価課室 産業政策課

事業運営費補助 補助 刈羽村ふるさとまつり協賛会 9,999,000

うち経済産業省分 9,300,000 9,800,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

総事業費 9,300,000 9,800,000

平成28～令和5年度総事業費
55,804,076

交付金充当額 9,300,000 9,800,000

うち文部科学省分

達成度 0.0 71.4 97.1

交付金事業の総事業費等 令和4年度 令和5年度 備考

評価に係る第三者機関等の活用の有無

有

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 令和3年度 令和4年度 令和5年度

参加団体数 活動実績 0 25 34

活動見込 35 35 35

村内外から約3,300人の来場者を迎え、観光イベントによる地域間・世代間交流を推進することができました。また、村民や各種団
体が参加・協力してまつりを実施することにより、地域おこしやコミュニティ意識の醸成が図られ、まちづくり活動が推進されまし
た。
機関名：刈羽村ふるさとまつり実行委員会
構成員：刈羽村商工会青年部長　他10名
評価内容：令和5年度は、例年の会場が工事で使えないため、別会場で開催しました。昨年の来場者のアンケートによる、こども・
ファミリー向けの体験型アクティビティも規模を広げ、ステージイベント、出店、ウォーターサバゲーなど盛り沢山の企画で屋内・屋
外共に多くの来場者で賑わいました。次回は通常の会場が使用できるため、さらに力を入れたいと考えています。

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 令和5年度

村内外から3,000人以上の来場者
を迎えます。

刈羽村ふるさとまつりの来場者
数

成果実績 3,262

目標値 3,000

達成度 108.7

評価年度の設定理由

　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

事業期間の設定理由

交付金事業の概要

ふるさと意識の醸成及び地域の活性化を図るため、毎年8月15日に開催される「刈羽村ふるさとまつり」を運営する「刈羽村ふるさ
とまつり協賛会」に対し補助金を交付し、会場設営及び歌謡ショー等のイベント委託費に交付金を充当しました。

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその目

標

基本目標2　地域価値で豊かさの笑顔
　(1)便利な商業の形成・魅力ある就業の場の創出・
   観光の魅力向上
　　213　多様な切り口での観光の魅力づくり
　　　○観光イベントの工夫による交流の推進

・「桃の花見フェスティバル」や「ふるさとまつり」、「さわやか
マラソン」などは、健康増進や出会いの場の創出につなげるなど、
開催内容や方法について工夫を施し、持続性とともに新規性、集客
力の向上を図ります。

目標：年間入込み客数 255千人、観光の振興に対する満足度 19％（いずれも令和7年度）

交付金事業実施場所 　刈羽村大字刈羽地内

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称

19 地域活性化措置 村まつり振興事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）　

補助金事業に関係する市町村の主
要政策・施策とその目標

補助金事業に関係する主要政策・施策
柏崎市第五次総合計画　基本構想・後期基本計画（令和4年度～令和7年度）
　第6章　自治経営～多様な主体と共創し共有するまちをめざして～
　　第2節　持続可能な市民力と地域力をはぐくむ
      2　地域力が発揮できる環境を充実させる

施策の目標指標：施設利用者数　400,000人（令和5年度）
目標値：施設利用者数　400,000人（令和5年度）

番号

20

補助金事業者名 柏崎市

補助金事業実施場所 柏崎市加納地内ほか26件

補助金事業の概要

コミュニティセンター職員人件費（27地区　センター長27名、8ｈ主事30名、5ｈ主事22名）11か月分。
地方分権、住民と行政の協働、住民参画という時代の潮流のもと、本市は住民主体の地域づくりを推進し、その支援を行っていま
す。市民と市が相互に補完しつつ、協働してまちづくりを推進するコミュニティ施策を展開するため、地域づくりの拠点と位置付け
ている市内のコミュニティセンターの管理運営に要する職員を確保し、地域づくりに係る事業の充実を図ります。

措置名 補　助　金　事　業　の　名　称

地域活性化措置 地域コミュニティ活動推進事業

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度

補助金事業の成果目標及び成果実
績

無

成果実績 人

目標値 人

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる業務改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施する。

補助金事業の定性的な成果及び評価等

本補助金の活用により、地域づくりの拠点と位置付けるコミュニティセンターの職員体制を確保したことで、コミュニティ活動の充
実を図ることができました。
今年度からは、新型コロナウイルス感染症の影響で中止が重なっていた大規模事業等についても徐々に行われるようになりました。
目標の年間施設利用者には至りませんでしたが、各地区では事業規模や利用者層などに合わせて必要な感染対策を行いながら、コロ
ナ禍前の活気が戻るよう地域のための様々な事業を行いました。コミュニティセンターは子どもからお年寄りまでの幅広い世代が集
い、誰もが分け隔てなく交流できる活動拠点として地域に定着しているところであり、コロナ過でも地域の活力増進に寄与すること
ができたと評価します。
少子高齢化と人口減少が進み、地域活動の在り方も変化が求められている中において、今後も安定的な地域活動の実践により地域課
題の解決や活性化への取組を支援していくことで持続可能なコミュニティの形成を推進していきます。
【年間施設利用者】 令和3年度：220,653人  令和4年度：238,575人　令和5年度：218,243人

補助金事業の契約の概要

活動実績 人月 946 869 869

活動見込 人月 946 869 869

100.0%

補助金事業の総事業費等 備　考

総事業費 57,000,000 50,000,000 50,000,000

57,000,000 50,000,000 50,000,000

令和3～令和5年度総事業費

補助金充当額 157,000,000

令和3年度 令和4年度 令和5年度

補助金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標

コミュニティセンター職員の雇用
量
（雇用人数（人）×雇用期間
（月）） 達成度 ％ 100.0% 100.0%

令和4年度 事業終了（予定）年度 令和7年度

事業期間の設定理由 柏崎市第五次総合計画　基本構想・後期基本計画の終期まで

補助金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 評価年度 令和7年度

施設
利用者数
400,000人

施設
利用者数

達成度 ％

単位

事業開始年度

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

補助金事業の担当課室 市民生活部市民活動支援課

補助金事業の評価課室 市民生活部市民活動支援課

人件費 雇用 108,721,872
コミュニティセンター27か所の職員（セ
ンター長27名、8ｈ主事30名、5ｈ主事22

名）



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）　

5,000,000 5,000,000

補助金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
業務委託 指名競争入札 越後交通株式会社 22,354,640

補助金事業の担当課室 長岡市小国支所地域振興・市民生活課

補助金事業の評価課室 長岡市小国支所地域振興・市民生活課

児童が安心して生活でき
る環境づくりを目指しま
す。

活動見込 月 10 11 11

補助金充当額 5,000,000 5,000,000 5,000,000

達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

補助金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

総事業費 5,000,000

無

補助金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度

スクールバス運行月
活動実績 月 10 11 11

目標値 ％ 100

達成度 ％

事業期間の設定理由

補助金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

100.0%

評価年度の設定理由
事業終了が2月末のため事業実施翌年度早期までに評価を実施

補助金事業の定性的な成果及び評価等

　学校の統合により遠距離通学となっている児童の登下校時における安全確保、通学時間の短縮及び
疲労の緩和等が図られました。
　また、運行業務の委託により経費を削減することができました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

成果実績 ％ 100

番号

21

補助金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

【主要政策・施策】
長岡市総合計画
施策の柱2－3　質の高い教育の推進
　子どもたちが健康で安全な学校生活を送れるよう、学校施設の計画的な改修や通学路の安全対策、
食物アレルギーへの対応などを推進するとともに、学校、家庭、地域、ＮＰＯ等が連携し、発達に応
じた切れ目のない支援を充実させ、市民総ぐるみで子どもを育てます。

【目標】
児童が安心して生活できる環境づくりを目指します。

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

補助金事業者名 長岡市
補助金事業実施場所 長岡市小国地域

補助金事業の概要

小国地域は新潟県の中南部に位置し、東西を関田山系と八石山系に囲まれ、中央を信濃川の支流渋海
川が貫流する、水と緑の豊かな地域です。
同地域では、急速に進む少子化に伴う学校の統合により小学校は1校となったため、遠距離通学を強
いられる児童がおり、通学路においては、歩道の未整備、集落と集落の距離が長く家並みが途切れて
いること及び冬期の降雪による道路の狭隘化等の問題があることから、登下校時における児童の安全
確保のため、スクールバス運行業務をバス運行業者に委託し実施する事業に補助金を充当します。

措置名 補　助　金　事　業　の　名　称

地域活性化事業 小国地域スクールバス運行事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）　

補助金事業の評価課室 町民課

一般廃棄物収集運搬業務委託 随意契約 ㈱フェニックス 14,168,000
補助金事業の担当課室 町民課

資源ごみ分別回収業務委託 指名競争入札 ㈱丸共 12,100,000

補助金充当額 12,990,000 11,500,000 11,200,000
補助金事業の契約の概要

総事業費 12,990,000 11,500,000 11,200,000

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

補助金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

補助金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和3年度 令和4年度

216

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

214
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

令和5年度

ごみの収集日数
活動実績 日 265 216 214
活動見込 日 265

事業期間の設定理由

補助金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

ごみのリサ
イクル率
26.7%

ごみのリサ
イクル率

成果実績 ％ 26.0

目標値 ％ 26.7

達成度 ％ 97.4%

評価年度の設定理由
成果実績を測定し次第、評価を実施。

補助金事業の定性的な成果及び評価等

令和5年度は、粗大ごみの回収が増えたこともあり、リサイクル率が目標に達成しませんでした。令
和6年度はパンフレットの作成を予定し、ごみのリサイクル促進を目指します。
また、補助事業の実施に伴い通年を通じ、施設の効率的かつ効果的な維持運営が図られました。

番号 措置名 補　助　金　事　業　の　名　称

22 地域活性化措置 資源ごみ・一般ごみ収集運搬事業

補助金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
　基本目標2　安全で安心に暮らせるまちづくり【安全・基盤】
　　施策⑧　自然との共生・循環型社会の推進
　　　【施策の方針】
　　　　先人から引き継いだ自然環境を保全し、ごみの減量化や再資源化の促進など廃棄物の適正処理、
　　　　また再生可能エネルギーの活用を推進し、自然環境の保全と循環型社会の構築を図ります。
　　　【目標】
　　　　ごみのリサイクル率　26.7％

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

補助金事業者名 出雲崎町
補助金事業実施場所 出雲崎町全域

補助金事業の概要
生活の多様化によるごみの増加に対応し、効率的な収集体制の整備を図るとともに、ごみの減量
化、資源化を更に進めるため、一般ごみ及び資源ごみの収集運搬業務（資源ごみ分別回収業務委託
10ケ月、一般ごみ収集運搬業務委託　10ケ月）に補助金を充当して実施します。



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）　

可燃ごみ収集運搬 随意契約 (有)クリーン産業平山 45,540,000
不燃ごみ収集運搬 随意契約 (株)湯沢重機建設 16,747,000

補助金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

補助金事業の担当課室 湯沢町企画産業観光部環境農林課
補助金事業の評価課室 湯沢町企画産業観光部企画観光課

総事業費 30,000,000 30,000,000 30,000,000
令和5年4月～令和6年1月まで

補助金充当額 30,000,000 30,000,000 30,000,000

補助金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

補助金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和3年度 令和4年度

857

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

794
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

令和5年度

ごみの運搬・収集を行っ
た回数

活動実績 回 853 857 794
活動見込 回 853

事業期間の設定理由 湯沢町総合計画（2021-2030）の終期まで

補助金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和12年度

湯沢町ごみ排
出量の減少

湯沢町ごみ排
出量

成果実績 ｔ(トン) -
目標値 ｔ(トン) 4,494
達成度 ％ -

評価年度の設定理由
総合計画の終期に評価

補助金事業の定性的な成果及び評価等

年間を通して、可燃・不燃ごみの収集体制を整備したことで、町民が安心して暮らせる清潔な町づくり
が図れました。

番号 措置名 補　助　金　事　業　の　名　称

23 地域活性化措置 可燃・不燃ごみ収集事業

補助金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

湯沢町における、可燃・不燃ごみ収集事業は、湯沢町総合計画、また湯沢町一般廃棄物処理基本計画に
則り行われています。
湯沢町総合計画では、令和12年度におけるごみ排出量4,494ｔに減量することを目標としています。

事業開始年度 令和3年度 事業終了（予定）年度 令和12年度

補助金事業者名 湯沢町
補助金事業実施場所 湯沢町全域

補助金事業の概要
湯沢町では、町民に身近なサービスであるごみの収集、運搬事業を行うことにより、町民が安心して暮
らせる清潔な町づくりを図ります。この事業を継続的に実施するため、可燃ごみ収集業務委託、不燃ご
み収集業務委託（10か月分）に補助金を充当し、事業を行いました。



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）　

補助金事業の評価課室 総合政策課

介助員人件費 雇用 パートタイム会計年度任用職員30人 48,570,893
補助金事業の担当課室 教育未来課、子ども教育課

子ども家庭相談センター人件費 雇用 子どもソーシャルワーカー4人 19,251,919

補助金充当額 30,000,000 30,000,000 令和4年5月から充当対象
補助金事業の契約の概要

総事業費 30,000,000 30,000,000 人件費（4～2月分）

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

補助金事業の総事業費等 令和4年度 令和5年度 備　考

補助金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和3年度 令和4年度

291

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

344
達成度 100.0% 97.9% 97.7%

令和5年度

雇用量
（人数×雇用期間）

活動実績 人月 430 285 336
活動見込 人月 430

事業期間の設定理由 　第2期総合戦略の対象期間と同一にするため。

補助金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

合計特殊出生
率の維持

合計特殊出生
率（2019～
2024平均）

成果実績
目標値 - 1.92
達成度

評価年度の設定理由

　毎年度ＰＤＣＡサイクルにより効果を検証し、事業終了翌年度早期に評価を実施するため。

補助金事業の定性的な成果及び評価等

番号 措置名 補　助　金　事　業　の　名　称

24 地域活性化措置 特別支援教育推進事業

補助金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

　「第2期聖籠町まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、基本目標の1つに「結婚・出産・子育ての希望をかなえる」
を掲げ、ＫＰＩ（重要業績評価指標）として「合計特殊出生率（2019～2024平均）1.92」を設定した上で、結婚したい
と望む人たちが希望どおりに結婚ができ、安心して子どもを産み育てられるよう社会状況の変化に応じた出産や子育て
のサポート体制を充実させるとともに、子育てと仕事が両立できる環境整備の推進、未来を創る子どもたちへの教育内
容の充実を図ることとしています。

事業開始年度 令和2年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

補助金事業者名 聖籠町
補助金事業実施場所 聖籠町大字諏訪山地内、蓮潟地内、蓮野地内、山倉地内、次第浜地内

補助金事業の概要
　子ども家庭相談センター職員及び介助員の人件費（令和4年5月分以降）に充当し、子どもの状況を的確に把握した上
で、一人ひとりに適切に対応できるような相談・支援体制の整備・充実を図ります。



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和5年度）
（単位：円）

中央公民館3階照明LED改修事業

良寛記念館管理棟空調改修事業

町民体育館1階照明LED改修事業

10

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

8

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

9

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

7

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

交付金事業に要し
た経費

交付金充当額 備　考

1,400,000 1,400,000 1,617,000

2

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

3

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接

交付金事業者名

刈羽村

刈羽村

1

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

生涯学習センター備品整備事業 刈羽村

小学校備品整備事業

保育園備品整備事業

2,900,000 2,900,000

刈羽村

出雲崎町

出雲崎町

出雲崎町

出雲崎町

出雲崎町

1,800,000 1,800,000 2,200,000

1,185,800

1,760,000 1,760,000 1,760,000

地域共生事業施設備品整備事業

天領の里多目的研修室照明LED改
修事業

小学校校舎棟照明LED改修事業

5

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

ふれあいの里ろ過装置更新事業 出雲崎町

900,000 900,000

3,003,000

1,000,000 1,000,000 1,570,800

2,050,000 2,050,000 2,079,000

1,320,000

1,300,000 1,300,000 1,466,850

3,886,000 3,886,000 5,115,000

1,000,000 1,000,000

4

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

6

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置



　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

町立保育所運営事業

十日町市商業活性化コミュニティ
施設維持管理事業

津南町

十日町市

33,537,000

4,000,000

33,537,000

4,000,000

37,457,300

9,204,153

20 地域活性化措置 アートステージ妙高推進事業 妙高市 5,769,353 5,769,353 7,398,121

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

消防・防災活動事業 阿賀町 61,180,000 61,180,000 77,316,871

17

18

19 地域活性化措置

地域活性化措置

地域活性化措置 保育園運営事業 魚沼市 45,394,000 45,394,000 55,830,194

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

中学校校舎棟照明LED改修事業11 2,123,000 2,123,000 2,123,000出雲崎町

15

16

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

ふれあいの里空調設備等更新事業

14

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

12

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

消防団員用雨衣整備事業 妙高市 6,790,000 6,790,000 6,930,000

13

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

消防車両整備事業 妙高市 4,800,000 4,800,000 5,885,000

出雲崎町 17,000,000 17,000,000 44,440,000

妙高市 6,200,000 6,200,000 7,939,800消火栓整備事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

単位 評価年度

人

人

％

単位

台

台

％

交付金事業の担当課室 教育課

交付金事業の評価課室 教育課、産業政策課

契約の方法 契約の相手方 契約金額

計 1,617,000

生涯学習センター「ラピ
カ」電気陶芸窯

指名競争入札 ㈱高忠商店 1,617,000

1,400,000

うち文部科学省分

交付金事業の契約の概要

契約の目的

総事業費 1,400,000

うち経済産業省分 1,400,000

1,400,000

交付金充当額 1,400,000 1,400,000

交付金事業の総事業費等 令和5年度 － － 備考

達成度 100.0

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　電気陶芸窯の整備により、生涯学習センター「ラピカ」陶芸工房の利用者数の維持及び利用者の満足度の向上が図られ、村民の生
涯学習活動の推進に寄与しています。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 令和5年度 － －

電気陶芸窯の購入台数 活動実績 1

活動見込 1

　備品を購入した翌年度の状況をもとに評価するため、事業実施翌々年度早期に評価を実施します。

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 令和6年度

生涯学習センター「ラピカ」陶
芸工房の年間延べ利用者数500人
を維持します。

生涯学習センター「ラピカ」陶
芸工房の年間延べ利用者数

成果実績

目標値 500

達成度

評価年度の設定理由

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその目

標

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
(5)高齢者や障がい者の活躍と子育て・教育環境の充実
154　生きがいの持てる暮らしの整備
○生涯学習・スポーツ施設の整備・維持管理

・生涯学習センター「ラピカ」や第2体育館、源土運動広場、刈羽
ぴあパークサッカー場などの施設整備及び改修・維持管理を計画
的に行い、安全性と村民の生涯学習や芸術文化・スポーツ・レク
リエーション活動の利便性を高めます。特に「ラピカ」では、老
朽化した施設・設備の大規模改修を実施します。

目標：ラピカ教室数 49教室、高齢者学級在籍者数 62人、図書館利用者数 27,600人（いずれも令和7年度）

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村

交付金事業実施場所  刈羽村大字刈羽地内

交付金事業の概要

刈羽村は、村民の生涯学習・スポーツ活動を推進するため生涯学習センター「ラピカ」を設置しています。平成16年度に購入した
電気陶芸窯1台は耐用年数を経過して故障し修理できない状況にあることから、村民の快適で充実した生涯学習環境を維持するため
に更新し、当該購入費に交付金を充当しました。

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称

1 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 生涯学習センター備品整備事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

単位 評価年度

回

回

％

単位

台

台

％

交付金事業の担当課室 教育課

交付金事業の評価課室 教育課、産業政策課

契約の方法 契約の相手方 契約金額

計 3,003,000

刈羽小学校給食調理場備品 指名競争入札 サカタ調理機㈱ 3,003,000

2,900,000

うち文部科学省分

交付金事業の契約の概要

契約の目的

総事業費 2,900,000

うち経済産業省分 2,900,000

2,900,000

交付金充当額 2,900,000 2,900,000

交付金事業の総事業費等 令和5年度 － － 備考

達成度 100.0

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　給食調理場備品の更新により、年間を通して自校調理給食が継続できるようになり、安全でかつ安定的な学校給食の提供が確保さ
れました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 令和5年度 － －

給食調理場備品の購入台数 活動実績 3

活動見込 3

　備品を購入した翌年度の状況をもとに評価するため、事業実施翌々年度早期に評価を実施します。

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 令和6年度

安全かつ効率的な作業により食
中毒等の事故を起こさずに、年
間200回程度の給食を提供しま
す。

事故を起こさずに給食を提供し
た回数

成果実績

目標値 200

達成度

評価年度の設定理由

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその

目標

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
(5)高齢者や障がい者の活躍と子育て・教育

環境の充実
153　個性を伸ばす教育環境の整備

○学校施設・設備の整備・充実

・学校施設の安全性を確保するため、老朽化による要修繕箇所を安全点検等
により把握し、適切な時期に必要な改修・修繕を実施します。

目標：学校教育の体制や環境の充実に対する満足度 43％（令和7年度）

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村

交付金事業実施場所  刈羽村大字割町新田地内

交付金事業の概要

刈羽村は、村立刈羽小学校の給食を自校調理方式で提供しています。刈羽小学校のガス式スチームオーブン1台・牛乳冷蔵庫1台・
球根皮剥機1台は耐用年数が経過していることから、給食を安全かつ安定的に提供するために更新し、当該購入費に交付金を充当しま
した。

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称

2 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 小学校備品整備事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

単位 評価年度

人

人

人

単位

台

台

％

交付金事業の担当課室 教育課

交付金事業の評価課室 教育課、産業政策課

契約の方法 契約の相手方 契約金額

計 1,570,800

かりわ保育園職員業務用パソコン 指名競争入札 和同情報システム㈱刈羽営業所 1,570,800

1,000,000

うち文部科学省分

交付金事業の契約の概要

契約の目的

総事業費 1,000,000

うち経済産業省分 1,000,000

1,000,000

交付金充当額 1,000,000 1,000,000

交付金事業の総事業費等 令和5年度 － － 備考

達成度 100.0

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　職員業務用パソコンの更新により、保育園運営及び保育サービスの維持が可能となり、データの保護及びセキュリティの確保に寄与
しています。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 令和5年度 － －

交付金対象分の業務用パソコン
購入台数

活動実績 6

活動見込 6

　備品を購入した翌年度の状況をもとに評価するため、事業実施翌々年度早期に評価を実施します。

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 令和6年度

パソコン入替により保育園事務
が円滑化され、園児135人に対し
安定した保育サービスを提供す
ることができます。

かりわ保育園の利用園児数 成果実績

目標値 135

達成度

評価年度の設定理由

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の

主要政策・施策とその目標

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
(5)高齢者や障がい者の活躍と子育て・教育環境の充実
152　子どもを産み育てやすい環境の整備
○子育て環境の充実

・就労等により保護者が保育することのできない児童を保育園で
受け入れ、安定した保育環境を確保するため、保育園施設の改
修、修繕を含めた維持管理を行い、時代や保護者のニーズにあっ
た保育を実施します。

目標：子育て支援の強化に対する満足度 45％（令和7年度）

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村

交付金事業実施場所  刈羽村大字割町新田地内

交付金事業の概要

刈羽村は、村立かりわ保育園で園児約135名に対して保育サービスを提供しており、職員が業務用パソコンを使用して保護者への連
絡や職員シフトの作成、園内行事、会計、給食栄養管理等の保育園事務を行っています。平成30年度に購入した業務用パソコンは耐用
年数を経過し故障が発生していることから、データの管理・保護を継続するために更新し、当該購入費に交付金を充当しました。

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称

3 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 保育園備品整備事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

単位 評価年度

人

人

％

単位

台

台

％

交付金事業の担当課室 産業政策課

交付金事業の評価課室 産業政策課

契約の方法 契約の相手方 契約金額

計 2,079,000

宿泊交流センター防犯カメラネットワーク機器 指名競争入札 北陸電々㈱刈羽営業所 2,079,000

2,050,000

うち文部科学省分

交付金事業の契約の概要

契約の目的

総事業費 2,050,000

うち経済産業省分 2,050,000

2,050,000

交付金充当額 2,050,000 2,050,000

交付金事業の総事業費等 令和5年度 － － 備考

達成度 100.0

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　防犯カメラネットワーク機器の整備により、宿泊交流センターの防犯機能が維持され、利用者の安心・安全の確保や満足度
の向上に寄与しています。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 令和5年度 － －

宿泊交流センターに設置する防
犯カメラの台数

活動実績 6

活動見込 6

　備品を購入した翌年度の状況をもとに評価するため、事業実施翌々年度早期に評価を実施します。

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 令和6年度

年間70,000人が地域共生事業施
設「宿泊交流センター」を利用
します。

地域共生事業施設「宿泊
交流センター」の年間利
用者数

成果実績

目標値 70,000

達成度

評価年度の設定理由

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその

目標

基本目標2　地域価値で豊かさの笑顔
　(1)便利な商業の形成・魅力ある就業の場の
　創出・観光の魅力向上
　　213　多様な切り口での観光の魅力づくり
　　　○地域資源の活用による観光の魅力向上

・「ぴあパークとうりんぼ」や「東京電力サービスホール」など、本村の特
色ある観光拠点を活かし、スポーツ観光やスポーツ・文化合宿の招致、農業
をはじめとする産業観光の振興を図ります。また、「ぴあパークとうりん
ぼ」の施設改修・維持管理を定期的に行い、施設の利便性を高めることで、
利用者・宿泊者の増加につなげます。

目標：地域共生事業施設「宿泊交流センター」の年間利用者数70,000人以上（令和5年度）

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村

交付金事業実施場所   刈羽村大字刈羽地内

交付金事業の概要

刈羽村は、村内の観光拠点の中核施設として、サッカー場・宿泊交流センター・園芸管理センター・レストランなどからな
る、地域共生事業施設「ぴあパークとうりんぼ」を設置しています。平成24年度に整備した「宿泊交流センター」防犯カメラ
ネットワーク機器は耐用年数が経過し故障が発生していることから、利用者の安全を確保するために更新し、当該購入費に交
付金を充当しました。

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称

4 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 地域共生事業施設備品整備事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）
番号

5

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第６次出雲崎町総合計画
　基本目標１　健やかに笑顔で暮らせるまちづくり　【子育て・健康・福祉】
　　施策④　地域福祉の充実
　　　【施策の方針】
　　　　すべての町民が安心して暮らせるよう、互いに協力し、支え合い、多様な主体が一人ひとりの状
　　　　況に寄り添った包括的な支援を地域ぐるみで進めます。
　　　【目標】
　　　　　適正な維持管理を行い、ろ過設備の不具合による臨時休館・使用不可日を設けないこと。

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町
交付金事業実施場所 新潟県三島郡出雲崎町大字大門地内

交付金事業の概要

保健福祉総合センターふれあいの里内設備の維持改修を実施します。
平成9年に竣工した保健福祉総合センターふれあいの里は、保健事業や地域活動の場として中心的な役
割を担っています。また、災害時の避難所として指定されています。今回、大浴場（男子浴槽）のろ
過装置等が耐用年数を経過しているため計画的に更新を行います。
〔ろ過装置　1基、ろ過材交換　一式、その他関連工事　一式〕

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

ふれあいの里ろ過装置更新事業

目標値 日 359

達成度 ％

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

開館日数
359日

100.0%

評価年度の設定理由

成果実績を測定し、次第評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等
施設の更新により快適性が向上しました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

開館日

成果実績 日 359

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和5年度 年度 年度

工事進捗率
活動実績 ％ 100
活動見込 ％ 100
達成度 ％ 100.0%

交付金事業の総事業費等 令和5年度 年度 年度 備　考

総事業費 3,886,000

交付金充当額 3,886,000

うち文部科学省分

うち経済産業省分

交付金事業の担当課室 保健福祉課

交付金事業の評価課室 保健福祉課

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

ふれあいの里ろ過装置（男湯）等更新工事 指名競争入札 昱工業㈱長岡支店 5,115,000



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）
番号

6

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
　基本目標3　地域資源・特性を生かした魅力と活力あるまちづくり　【産業振興・就労】
　　施策④　観光の振興
　　　【施策の方針】
　　　　本町の豊かな自然・歴史・文化や地域に伝わる「食」「工芸品」など多様な地域資源を有効活用
　　　　し、時代の変化に対応した新たな観光ニーズや潜在的なターゲットの掘りおこしに努め、受け入
　　　　れ体制を整備していくとともに、効果的に情報発信していきます。
      【目標】
　　　　観光客数　245,000人

事業開始年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町
交付金事業実施場所 新潟県三島郡出雲崎町大字尼瀬地内

交付金事業の概要

道の駅越後出雲崎天領の里内設備の維持改修を実施します。
平成6年に建設した天領の里及び平成18年に天領の里に併設した石油記念館は、観光施設として中心的な
役割を担っています。しかし、供用開始から年月が経過し、その間、照明器具については、都度小修繕
を実施てきましたが、今回照明をLED器具に改修することで施設内の維持管理経費の削減を図ります。
〔LED照明器具取付。既存照明器具撤去・処分　多目的研修室ほか：33台〕

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

天領の里多目的研修室照明LED改修事業

目標値 人 245,000

達成度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

観光客数
245,000人

95.5%

評価年度の設定理由

成果実績を測定し、次第評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

観光客数は目標に達することができませんでしたが、町の観光施設の中心である道の駅出雲崎天領の里
が令和6年度に開館30周年を迎えるため、周年イベントを開催し、集客数増加を目指しています。また、
施設の改修により利便性の向上と省エネ化による管理経費の削減が図られました。

観光客数

成果実績 人 234,000

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和5年度 年度 年度

工事進捗率
活動実績 ％ 100
活動見込 ％ 100
達成度 100.0%

交付金事業の総事業費等 令和5年度 年度 年度 備　考

総事業費 1,000,000

交付金充当額 1,000,000

うち文部科学省分

うち経済産業省分

交付金事業の担当課室 産業観光課

交付金事業の評価課室 産業観光課

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

天領の里多目的研修室照明LED改修工事 指名競争入札 ㈲田中電気工業 1,320,000



Ⅱ．事業評価個表(令和5年度） （単位：円）
番号

7

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
　基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】

　施策②　生涯学習の充実
　【施策の方針】

　町民が生涯を通じて、主体的に学ぶことができるよう、ニーズに応じた学習機会を提供するとと
   もに、指導者の育成に努めます。

　【目標】
　中央公民館利用者数　9,800人

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町

交付金事業実施場所 新潟県三島郡出雲崎町大字米田地内

交付金事業の概要

中央公民館内設備の維持改修を実施します。
昭和57年に建設した中央公民館は40年経過しており、電気料の維持管理への負担も大きくなっていま
す。今回LED照明に改修することで、施設使用時の利便性の確保や器具の長寿命化と省エネ化により
施設内の管理経費の削減を図ります。
〔LED照明器具取付。既存照明器具撤去・処分　図書館：48台　フロア：7台〕

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

中央公民館3階照明LED改修事業

目標値 人 9,800

達成度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

中央公民館
利用者数
9,800人

149.2%

評価年度の設定理由
成果実績を測定し、次第評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等
施設の改修により利便性の向上と省エネ化による管理経費の削減が図られました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

中央公民館
利用者数

成果実績 人 14,617

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和5年度 年度 年度

工事進捗率
活動実績 ％ 100

交付金事業の契約の概要

契約の目的

活動見込 ％ 100
達成度 100.0%

うち経済産業省分

交付金充当額 1,300,000

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費等 令和5年度 年度 年度 備　考

総事業費 1,300,000

契約の方法 契約の相手方 契約金額

中央公民館3階照明LED改修工事 指名競争入札 ㈲タナックス 1,466,850

交付金事業の評価課室 教育課

交付金事業の担当課室 教育課



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）
番号

8

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
　基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】
　　施策④　文化・芸術の振興
　　　【施策の方針】
　　　　町民が多様な文化・芸術に親しむことができる環境づくりを推進するとともに、町に残る貴重な
　　　　伝統文化の継承、文化財の保存と活用を図り、次代につなぎます。
　　　【目標】
　　　　良寛記念館入館者数　10,000人

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町

交付金事業実施場所 新潟県三島郡出雲崎町大字米田地内

交付金事業の概要

良寛記念館内設備の維持改修を実施します。
昭和40年に開館した良寛記念館は、50年以上経過しており国の登録有形文化財にも指定されていま
す。海岸地域に立地しているため、平成16年に空調改修してから17年にわたり強風・塩害にさらされ
た室外機が特に劣化している状況です。
〔管理棟エアコン入替工事
　　天カセ2方向エアコン：1台　天カセ4方向ツインエアコン：1台〕

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

良寛記念館管理棟空調改修事業

目標値 人 10,000
達成度 ％

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

良寛記念館
入館者数
10,000人 55.8%

評価年度の設定理由
成果実績を測定し、次第評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

入館数については、目標数を達成することはできませんでしたが、令和6年度は、「良寛」地域交流
事業の実施や絵手紙コンテストの実施により入館数の増加を目指します。補助事業を実施したことに
より、施設の快適性が向上しました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

良寛記念館
入館者数

成果実績 人 5,579

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和5年度 年度 年度

工事進捗率
活動実績 ％ 100
活動見込 ％ 100
達成度 ％ 100.0%

交付金事業の総事業費等 令和5年度 年度 年度 備　考

総事業費 1,800,000

交付金充当額 1,800,000

うち文部科学省分

うち経済産業省分

交付金事業の評価課室 教育課

交付金事業の担当課室 教育課

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

良寛記念館管理棟空調改修工事 指名競争入札 昱工業㈱長岡支店 2,200,000



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

交付金事業の契約の概要

契約の目的

体育施設利
用者数
28,000

体躯施設利
用者数

随意契約 ㈲タナックス 1,185,800

交付金事業の担当課室 教育課

交付金事業の評価課室 教育課

契約の方法 契約の相手方 契約金額

町民体育館1階照明LED改修工事

総事業費 900,000

交付金充当額 900,000

うち文部科学省分

うち経済産業省分

交付金事業の総事業費等 令和5年度 年度 年度 備　考

活動見込 ％ 100工事進捗率
活動実績 ％ 100

達成度 ％ 100.0%

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和5年度 年度 年度

目標値 人 28,000

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

達成度 ％ 108.1%
評価年度の設定理由

成果実績を測定し、次第評価を実施
交付金事業の定性的な成果及び評価等

成果実績 人 30,274

施設の改修により利便性の向上と省エネ化による管理経費の削減が図られました。
評価に係る第三者機関等の活用の有無

番号

9

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
　基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】
　　施策③　スポーツの振興
　　　【施策の方針】
　　　　子どもから高齢者まで誰もが手軽にスポーツに親しむことができる環境や機会の充実を図るとと
　　　　もに、指導者の育成に努めます。
　　　【目標】
　　　　体育施設利用者数　28,000人

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町
交付金事業実施場所 新潟県三島郡出雲崎町大字米田地内

交付金事業の概要

町民体育館内設備の維持改修を実施します。
昭和60年に建設した町民体育館は、供用開始から40年弱経過しており、電気料の維持管理への負担も大
きくなっている。今回LED照明に改修することで、施設使用時の利便性の確保や器具の長寿命化と省エ
ネ化により施設内の管理経費の削減を図ります。
〔LED照明器具取付。既存照明器具撤去・処分　風除室、玄関、ロビー18台　ほか22台〕

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

町民体育館１階照明LED改修事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

出雲崎小学校校舎棟照明LED改修工事 指名競争入札 ㈱宮下電設 1,760,000

交付金事業の担当課室 教育課

交付金事業の評価課室 教育課

うち経済産業省分

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金充当額 1,760,000

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費等 令和5年度 年度 年度 備　考

総事業費 1,760,000

活動見込 ％ 100
達成度 100.0%

日 241

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和5年度 年度 年度

工事進捗率
活動実績 ％ 100

目標値 日 243
達成度 ％

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

開校日数
243日

99.2%
評価年度の設定理由

成果実績を測定し、次第評価を実施
交付金事業の定性的な成果及び評価等

年度当初に予定していた行事等の変更に開校日数が減となり目標は達成できませんでしたが、施設の
改修により利便性の向上と省エネ化による管理経費の削減が図られました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

開校日
成果実績

番号

10

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
　基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】
　　施策①　学校教育の充実
　　　【施策の方針】
　　　　すべての子どもたちが、質の高い教育を安全・安心にそして平等に受けることができる教育環境
        の整備を進めます。また、確かな学力を身につけ豊かな心を育むために、教育内容や学習機会を
　　　　充実させます。
　　　【目標】
　　　　開校日数　243日

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町
交付金事業実施場所 新潟県三島郡出雲崎町大字川西地内

交付金事業の概要

小学校内設備の維持改修を実施します。
昭和53年に建設した出雲崎小学校校舎棟は、供用開始から44年経過しており、電気料の維持管理への
負担も大きくなっています。。今回LED照明に改修することで、施設使用時の利便性の確保や器具の
長寿命化と省エネ化により施設内の管理経費の削減を図ります。
〔LED照明器具取付。既存照明器具撤去・処分
　4階：6年教室13台　ほか44台　3階：4年教室15台　ほか28台〕

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

小学校校舎棟照明LED改修事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

交付金事業の担当課室 教育課

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

出雲崎中学校校舎棟照明LED改修工事 指名競争入札 ㈱宮下電設 2,123,000

うち経済産業省分

交付金事業の評価課室 教育課

交付金充当額 2,123,000

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費等 令和5年度 年度 年度 備　考

総事業費 2,123,000

活動見込 ％ 100
達成度 ％ 100.0%

日 253

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和5年度 年度 年度

工事進捗率
活動実績 ％ 100

目標値 日 295
達成度 ％

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

開校日数
295日

85.8%
評価年度の設定理由

成果実績を測定し、次第評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

中学校の部活が地域移行に伴い、開校日数が減となり、目標は達成できませんでしたが、施設の改修
により利便性の向上と省エネ化による管理経費の削減が図られました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

開校日
成果実績

番号

11

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
　基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】

　施策①　学校教育の充実
　【施策の方針】

　すべての子どもたちが、質の高い教育を安全・安心にそして平等に受けることができる教育環境
 の整備を進めます。また、確かな学力を身につけ豊かな心を育むために、教育内容や学習機会を
 充実させます。

　【目標】
　開校日数　295日

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町
交付金事業実施場所 新潟県三島郡出雲崎町大字米田地内

交付金事業の概要

出雲崎中学校内設備の維持改修を実施します。
昭和49年に建設した出雲崎中学校校舎棟は、供用開始から48年経過しており、電気料の維持管理への
負担も大きくなっています。今回LED照明に改修することで、施設使用時の利便性の確保や器具の長
寿命化と省エネ化により施設内の管理経費の削減を図ります。
〔LED照明器具取付。既存照明器具撤去・処分
　1階：1年教室7台ほか20台 2階：2年教室7台ほか22台 3階：3年教室6台ほか14台〕

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

中学校校舎棟照明LED改修事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

小型動力ポンプの整備 一般競争入札 ㈱こうさか妙高 6,930,000

うち経済産業省分 6,790,000

交付金事業の担当課室 妙高市総務課危機管理室

交付金事業の評価課室 妙高市総務課、企画政策課、財務課

交付金充当額 6,790,000

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費等 令和5年度 備　考

総事業費 6,790,000

活動見込 台 600
達成度 ％ 100.0%

％ 100

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和5年度

消防団雨衣整備数
活動実績 台 600

目標値 ％ 100

達成度 ％

事業期間の設定理由 毎年度、当該市町村が交付事業の実施を判断しているため。

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

消防団雨衣
整備率
100％ 100.0%

評価年度の設定理由
毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

消防団雨衣
整備率（現
整備数/必要
整備数）

成果実績

番号

12

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

【妙高市】
　○第3次妙高市総合計画（令和2年度～令和6年度）
　・まちづくりの大綱1　快適で安全・安心に暮らせるまちづくり
　　・基本施策2　　　　安全・安心な地域社会づくり
　　　・主要施策1　　　防災体制の確立

　○妙高市第3期消防施設資機材5カ年整備計画（令和2年度～令和6年度）

　目標：効率的な消防資機材や消火設備等の整備により、消防体制の強化を図る。

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 妙高市
交付金事業実施場所 妙高市内

交付金事業の概要
劣化した消防団員の雨衣を更新することで、消防活動の安全性の確保が
図られることから、交付金を活用し、雨衣600着を整備します。

措置名 交付金事業の名称

公共用施設整備措置 消防団員用雨衣整備事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

消防車両の整備 一般競争入札 ㈱妙高安全 5,885,000

うち経済産業省分 4,800,000

交付金事業の担当課室 妙高市総務課危機管理室

交付金事業の評価課室 妙高市総務課、企画政策課、財務課

交付金充当額 4,800,000

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費等 令和5年度 備　考

総事業費 4,800,000

活動見込 台 1
達成度 ％ 100.0%

％ 100

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和5年度

消防車両整備数
活動実績 台 1

目標値 ％ 100

達成度 ％

事業期間の設定理由 毎年度、当該市町村が交付事業の実施を判断しているため。

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

消防車両整
備率
100％ 100.0%

評価年度の設定理由
毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

消防車両整備
率
（現整備数/必
要整備数）

成果実績

番号

13

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

【妙高市】
　○第3次妙高市総合計画（令和2年度～令和6年度）
　・まちづくりの大綱1　快適で安全・安心に暮らせるまちづくり
　　・基本施策2　　　　安全・安心な地域社会づくり
　　　・主要施策1　　　防災体制の確立

　○妙高市第3期消防施設資機材5カ年整備計画（令和2年度～令和6年度）

　目標：効率的な消防資機材や消火設備等の整備により、消防体制の強化を図る。

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 妙高市

交付金事業実施場所 妙高市内

交付金事業の概要
老朽化した小型動力ポンプ積載車を更新することで、災害現場で消防団員が使用する
消防車両の安全性の確保及び消火能力等の維持・向上が図られることから、交付金を
活用し、消防車両1台を整備します。

措置名 交付金事業の名称

公共用施設整備措置 消防車両整備事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

消火栓の整備 一般競争入札 ㈲金子設備工業所、中電産業㈱ 7,939,800

交付金事業の評価課室 妙高市総務課、企画政策課、財務課

交付金充当額 6,200,000

交付金事業の担当課室 妙高市総務課危機管理室、妙高市上下水道局

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

うち文部科学省分

うち経済産業省分 6,200,000

交付金事業の総事業費等 令和5年度 備　考

総事業費 6,200,000

活動見込 基 3
達成度 ％ 100.0%

％ 100

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和5年度

消火栓整備数
活動実績 基 3

目標値 ％ 100
達成度 ％

事業期間の設定理由 毎年度、当該市町村が交付事業の実施を判断しているため。

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

消火栓整備
率

100％ 100.0%
評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度に評価を実施
交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

消火栓整備率
（設置数/設置
計画数）

成果実績

番号

14

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

【妙高市】
　○第3次妙高市総合計画（令和2年度～令和6年度）
　・まちづくりの大綱1　快適で安全・安心に暮らせるまちづくり
　　・基本施策2　　　　安全・安心な地域社会づくり
　　　・主要施策1　　　防災体制の確立

　○妙高市第3期消防施設資機材5カ年整備計画（令和2年度～令和6年度）

　目標：効率的な消防資機材や消火設備等の整備により、消防体制の強化を図る。

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 妙高市
交付金事業実施場所 妙高市内

交付金事業の概要
消防水利不足箇所の解消や冬期間における消火活動の充実が期待できるため、
多雪型消火栓の新設を１基、地上式消火栓から多雪型消火栓への更新を２基
整備します。

措置名 交付金事業の名称

公共用施設整備措置 消火栓整備事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

うち経済産業省分 60,923,000 61,010,000 61,180,000

交付金事業の担当課室 阿賀町消防本部　警防課

交付金事業の評価課室 阿賀町消防本部　警防課

77,316,871

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
人件費 雇用 消防職員25名

交付金充当額 60,923,000 61,010,000 61,180,000

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

総事業費 60,923,000 61,010,000 61,180,000

活動見込 人月 161 168 175
達成度 93.2% 98.2% 100.0%

件 2

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度

消防職員の雇用量
（雇用人数（人）×雇用
期間（月））

活動実績 150 165 175

目標値 件 1
達成度 %

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

火災件数
1件/年

50.0%
評価年度の設定理由

成果実績を測定次第、評価を実施
交付金事業の定性的な成果及び評価等

火災件数2件　内訳：建物火災1件　林野火災1件

建物火災１件は工場の製造ラインからの出火で、出火原因については調査中です。
林野火災は市街地での火災とは異なり、いったん発生すると消防水利の不足や道路状況などの地理的、
地形的な条件から消防活動が非常に困難なため、焼損面積が広範囲に及ぶ危険性が高くなることから、
消防団と連携しながら林道等の見回りを強化し、予防消防の更なる充実に努めます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

火災件数
成果実績

番号

15

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第2次阿賀町総合計画後期基本計画
基本目標6　安全・安心な暮らしを確保する
基本施策6－1　強靭な社会基盤の整備
施策3　消防・救急体制の充実、医療機関との連携
〇消防・救急体制の充実を図る
〇消防団の充実を図る
〇応急手当の知識や技術の普及を図る

目標：火災件数　1件/年

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 阿賀町
交付金事業実施場所 新潟県東蒲原郡阿賀町　津川・日出谷乙・豊川甲・白崎

交付金事業の概要

①事業の内容
消防本部及び3分遣所の職員25名分の給与7か月分
（6月～12月給与、12月期末・勤勉手当）
②交付金を活用する目的
住民の生命と財産を火災から保護すること及び救急や救助業務のほか災害防除に取り組み、被害を軽減
することを目的とした消防・防災活動事業を実施するため、交付金を充当します。

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営費等措置

消防・防災活動事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

ふれあいの里空調設備等更新工事 指名競争入札 昱工業(株)長岡支店 44,440,000

補助金事業の担当課室 保健福祉課

補助金事業の評価課室 保健福祉課

補助金充当額 17,000,000

補助金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

補助金事業の総事業費等 令和5年度 年度 年度 備　考

総事業費 17,000,000

活動見込 ％ 100
達成度 ％ 100.0%

日 359

無

補助金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和5年度 年度 年度

工事進捗率
活動実績 ％ 100

目標値 日 359
達成度 ％

事業期間の設定理由

補助金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

開館日数
359日

100.0%
評価年度の設定理由

成果実績を測定し次第、評価を実施
補助金事業の定性的な成果及び評価等

施設の更新により快適性が向上した。
評価に係る第三者機関等の活用の有無

開館日
成果実績

番号

16

補助金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
　基本目標１　　健やかに笑顔で暮らせるまちづくり　【子育て・健康・福祉】
　　施策④　地域福祉の充実
　　　【施策の方針】
　　　　すべての町民が安心して暮らせるよう、互いに協力し、支え合い、多様な主体が一人ひとりの状
　　　　況に寄り添った包括的な支援を地域ぐるみで進めます。
　　　【目標】
　　　　設備不良による休館が発生しないよう、安定した空調環境を整える。

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

補助金事業者名 出雲崎町
補助金事業実施場所 新潟県三島郡出雲崎町大字大門地内

補助金事業の概要

保健福祉総合センターふれあいの里内設備の維持改修を実施します。
平成9年に竣工した保健福祉総合センターふれあいの里は、保健事業や地域活動の場として中心的な
役割を担っています。また、災害時の避難所として指定されている。今回、空調設備及び温水ボイ
ラーが耐用年数を経過しているため計画的に更新を行います。
〔冷温水機発生器及びクーリングタワー一式、温水ボイラー一式〕

措置名 補　助　金　事　業　の　名　称

公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

ふれあいの里空調設備等更新事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）
番号

17

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策：
第二次魚沼市総合計画（平成28年度～令和7年度）
　第3節　健康・福祉　基本目標　生涯にわたり健やかで安心して暮らせるまちづくり

　第2項　安心して産み育てる喜びを感じることができる社会の構築
　親子とも健やかに育ちあいながら、子育てが楽しいと感じられるように、地域全体で支える環境を整えます。
 第二次魚沼市総合計画後期基本計画　主要な施策（令和3年度～令和7年度）

1.子育て支援（3-2-1）
育児不安を受け止め、子育て世代が孤立しないように子育てに寄り添い、すべての保護者が子育てや子どもの成長

に喜びや生きがいを感じられるよう、子どもの健やかな成長を地域全体で見守り、育む仕組みづくりをすすめてい
来ます。
妊娠期から子育てまで切れ目のない母子保健対策の充実と、子育てに関して身近な相談窓口である保育園、幼稚

園、子育て支援センターと子育て世代包括支援センターとの連携を強化し、情報の発信と相談・支援体制の充実を
図ります。

2.子育て環境の充実（3-2-2）
保護者の就業状況など社会の変化による保育ニーズの多様化に対応するため、多面的な保育サービスの提供や、公

立保育園の運営のあり方について検討します。
乳児期から健やかな発達を支援するため、子育て支援センターや子育ての駅かたっくりの体制整備や施策の充実に

加え、保護者や地域が共に学び、育ち、支え合えるよう情報提供に努めます。
成果指標：
1.子育て支援　子育てが楽しいと感じる人の割合

4か月:94.2%　1歳6か月:89.9%　3歳:87.5%（令和7年度）
2.子育て環境の充実　ファミリーサポートセンター会員数

70人（令和3年度～令和7年度累計）

事業開始年度 平成28年度 事業終了（予定）年度 令和7年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 魚沼市
交付金事業実施場所 魚沼市堀之内、山口、今泉　地内

交付金事業の概要
魚沼市内保育園の保育士人件費（3保育園・保育士12名）10か月分
魚沼市は、第二次魚沼市総合計画に基づき、安心して産み育てる喜びを感じることができる社会の構築に向け、保育ニーズの多様
化に対応するため、電源立地地域対策交付金を活用し、保育サービス等の充実に努めています。

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 保育園運営事業

目標値 ％ 100

事業期間の設定理由 第二次魚沼市総合計画の終期まで

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

達成度 ％ 0.0%

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後速やかに評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

成果実績 ％

本交付金の活用により、当該3保育園の保育士の定員を確保することができました。引き続き、市の子育て支援関係施策の基本とな
る公立保育園の運営体制を確保しつつ、一時預かりや延長保育を含めた様々な保育サービス等の充実を図っていきます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度

100.0%

交付金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

活動見込 人月 120 120 120
保育士の雇用量

（雇用人数（人）×雇用
期間（月））

活動実績 人月 120 120 120

達成度 ％ 100.0% 100.0%

総事業費 45,378,000 45,374,000 45,394,000

交付金充当額 45,378,000 45,374,000 45,394,000
平成28年度～令和5年度
総事業費  408,594,843

うち文部科学省分 0 0 0

うち経済産業省分 45,378,000 45,374,000 45,394,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
保育士人件費 雇用 保育士12名 55,830,194

交付金事業の担当課室 教育委員会子ども課

交付金事業の評価課室 総務政策部企画政策課

要保育児の
入所率
100%

要保育児の入
所率：入所者
数÷入所対象
人口×100
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交付金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

総事業費
平成30年度～令和5年度
総事業費
214,614,000

うち文部科学省分

交付金事業の契約の概要

うち経済産業省分 33,580,000 33,540,000 33,537,000

33,580,000 33,540,000 33,537,000

交付金充当額 33,580,000 33,540,000 33,537,000

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

待機児童0人

待機児童数
（入所希望
者数－入所
者数）

0

評価年度の設定理由

成果実績 人

人 0

人件費 雇用 保育士12名 37,457,300

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金事業の担当課室 教育委員会

交付金事業の評価課室 総務課

活動実績 人月 120 110 119
活動見込 人月 120 120 120

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度

保育士の雇用量
（雇用人数（人）×雇用
期間（月））

達成度 100%

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。
交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

目標値

達成度 100.0% 91.7% 99.2%

番号

18

事業期間の設定理由

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 津南町
交付金事業実施場所 新潟県中魚沼郡津南町大字下船渡　ほか

交付金事業の概要

少子化で子どもの人数は減少していますが、核家族化など社会的要因により未満児から保育所に入所さ
せるケースや、障がい児や障がい児傾向の児童を抱える子どもの増加により、保育士にかかる負担が増
えています。その一方で、子育て支援に関してはこれまで以上の施策を住民が求めていることから、そ
のニーズに対応できる保育士を公立保育所に配置する必要があるため、5箇所の町立保育所の運営に係
る職員人件費　保育士12名分の給与（R5.5月～R6.2月分）に交付金を充当します。

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 町立保育所運営事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

5か所の保育所の園児に対する、交付対象期間（10か月間）を含む通年（12か月間）の保育を実施する
のに必要な体制が整備（保育士12名確保）することにより、子どもを安心して預けられる環境整備、多
様化する保護者のニーズに対応できる保育所運営の円滑な実施に寄与します。

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

消防車両の整備 補助 中里地域開発株式会社 9,204,153

うち経済産業省分 4,000,000

交付金事業の担当課室 十日町市中里支所地域振興課

交付金事業の評価課室 十日町市中里支所地域振興課

交付金充当額 4,000,000
うち文部科学省分

交付金事業の総事業費等 令和5年度 備　考

総事業費 4,000,000

活動見込 台 39.7
達成度 % 94.0%

％ 37.3

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和5年度

コミュニティスペースの
年間稼働率

活動実績 台 37.3

目標値 ％ 39.7

達成度 ％

事業期間の設定理由 補助金交付対象事業年度が単年度であるため。

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

コミュニティ
スペースの年
間稼働率：目
標値100％

94.0%

評価年度の設定理由
補助金交付対象事業年度が単年度であるため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　新型コロナウイルス感染症の行動制限により低迷したコミュニティスペースの年間稼働率は、コロ
ナ禍前に戻りつつはありますが、未だ以前のような稼働状況までには戻っていません。今後、更なる

利用者の獲得に向け、創意工夫を凝らした施設運営が望まれます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

コミュニティ
スペースの各
室の年間稼働
率：各室(5室)
利用日数合計
÷5室×365日

成果実績

番号 措置名 交付金事業の名称

19 地域活性化措置 十日町市商業活性化コミュニティ施設維持管理事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

【主要政策・施策】
　本施設は平成4年5月にオープンし、商業施設とコミュニティ施設が併設された中里地域の中核施設
です。商業施設は、高齢化の進む地域住民の消費活動を支える重要な場として、コミュニティスペー
スは、地域住民のふれあいの機会が創出される場として広く活用されています。文化教養活動、買い
物、子供たちの遊び場等のふれあいを通し、地域住民の豊かな心や郷土愛の深い人材の育成が図られ
ています。
【目標】

コミュニティスペース(1階：エントランス、2階：健康増進室、多目的ホール、世代交流室、文化
共用室(プラネタリウム))の年間稼働率の増加を図る。

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 十日町市
交付金事業実施場所 妙高市内

交付金事業の概要
商業施設とコミュニティ施設を併設したショッピングセンター「ユーモール」の施設維持管理を支援
するため、施設を運営する第三セクター「中里地域開発株式会社」に対し、十日町市商業活性化コ
ミュニティ施設維持管理事業補助金交付要綱に基づき、事業費の補助を行います。
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％ 99

目標値 ％ 80

達成度 ％

事業期間の設定理由 事業がイベント系であるため、事業年度は単年度としています。
成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

参加者・来場者
の満足度：80％
以上

123.8%

アンケートの
「良い」・「ふ
つう」の割合

成果実績

番号

20

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

妙高市総合計画
　まちづくりの大綱：郷土を築く人と文化を育むまちづくり
　基本施策：郷土愛を育む文化のまちづくり
　主要施策：歴史文化資源の保存と活用

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 妙高市
交付金事業実施場所 妙高市一円

交付金事業の概要

市民の芸時術文化活動への参加を促し、妙高の特色ある芸術文化活動の推進を図るため、下記の文化振興事業の運営費に
交付金を充当します。
①妙高芸術祭
　【四季彩芸術展】
　　期間：10月7日～29日／会場：妙高高原メッセほか
　　内容：「妙高」・「妙高戸隠連山国立公園」を題材にした全国公募展（絵画・写真の部）。
　　　　　公募展後には秀作展を開催。
　【妙高市美術展覧会】
　　期間：10月28日～11月5日／会場：妙高市ふれあい会館
　　内容：妙高市・上越市の身近な創作作品の発表の場でテーマは自由（日本画、洋画・版画・ﾃﾞｻﾞｲﾝ、
　　　　　写真、墨画、書道、彫塑・工芸の部）
　【ジュニア芸術展】
　　期間：10月29日～11月6日／会場：妙高市文化ホール
　　内容：市内の子どもたちを対象としたジュニア芸術展（絵画・書道の部）
②アート＆カルチャーフェスティバル
　期間：10～12月
　内容：10月～12月をアート＆カルチャーフェスティバル期間に位置付け、様々な芸術文化事業を開催しながら、文化団
体の期間中のイベントＰＲや団体情報の発信を行います。
③東京藝術大学吹奏楽クリニック＆成果発表コンサート
　期日：10月21日、22日、12月23日、24日(クリニック)
　　　　12月24日(成果発表コンサート)
　内容：東京藝術大学の教授や学生による市内3中学校吹奏楽部への演奏指導を行う。最終日には市民向けに成果発表会
を開催します。

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 アートステージ妙高推進事業



交付金事業の評価課室 企画政策課

　額装委託料 随意契約 （有）はにわ 316,382

交付金事業の担当課室 生涯学習課

　臨時職員賃金 賃金 臨時職員2名 698,000

　消耗品費 随意契約 （株）小川紙店妙高 6,000

　印刷製本費 随意契約 （株）ケーナール事業本部 319,000

　妙高芸術祭開催委託料 随意契約 妙高芸術祭実行委員会 3,878,000
＜東京藝術大学吹奏楽クリニックに関する費用＞

＜妙高芸術祭に関する費用＞

　　東京藝術大学吹奏楽クリニック開催委託料 随意契約 （公財）妙高文化振興事業団 2,482,000
＜アート＆カルチャーフェスティバルに関する費用＞

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金事業の総事業費等 令和5年度 年度 年度 備　考

総事業費 5,769,353

交付金充当額 5,769,353

うち文部科学省分

うち経済産業省分 5,769,353

活動見込 人 5,000
達成度 ％ 329.2%

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和5年度 年度 年度

アート事業の来場者
活動実績 人 16,460

交付金事業の成果目標及
び成果実績

評価年度の設定理由

長年継続している事業であり、単年度ごとに評価する必要があるため

交付金事業の定性的な成果及び評価等

コロナ禍により中止していた東京藝術大学吹奏楽クリニックを再開し、市内生徒らの技術獲得の場、市民の音楽鑑賞の場
を再び提供することができました。また、3つの展覧会からなる「妙高芸術祭」について、全国公募の「四季彩芸術展」
は、出品数・入場者数とも安定して確保しています。「市展」は過去最多の出品があり、「ジュニア芸術展」ともに来場
者の満足度が高く、出品数や来場者が増加傾向にある。平成22年度より開催してきた妙高芸術祭も、妙高市の秋の風物詩
として定着してきており、着実に当市の芸術文化活動が活性化してきています。

評価に係る第三者機関等の活用の有無



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和5年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

4,400,000 4,400,000 8,390,718

8,316,500

18,511,000 18,511,000 33,672,783

5,445,000 5,445,000

7,430,000 7,430,000 22,075,785

10,015,0944,400,0004,400,000

37,124,800

76,178,096

23,976,000 23,976,000

59,805,000 59,805,000

保育園運営事業

湯沢認定こども園運営事業

保育園運営事業

十日町市

湯沢町

上越市

胎内市

村上市

市道清田山線舗装修繕事業

子育て支援事業

村松体育館(さくらアリーナ)運営
管理事業

五泉市

学校維持運営事業 南魚沼市

関川村村立保育園運営事業

8 地域活性化措置

9 地域活性化措置

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

2

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

6 地域活性化措置

7 地域活性化措置

3

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

4

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

地域活性化措置

6,298,000 6,298,000 6,944,300

交付金事業に要し
た経費

交付金充当額 備　考

6,309,000 6,309,000 16,830,000

5

交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接

交付金事業者名

1

番号 措置名

姫田線改良事業 新発田市
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安心で快適にす
れ違える道路の
割合

拡幅済み延長÷
拡幅予定延長×
100

番号

1

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

【主要政策・施策】
新発田市総合戦略（令和2年度～令和5年度）
　基本目標4　まちづくり
　　施策Ⅰ　安心安全で快適な暮らしの確保
　　・道路、施設等の適正な維持管理と危険箇所の解消
【目標】
　改良率　84.05％（現状値　82.23％）

事業開始年度 平成27年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 新発田市
交付金事業実施場所 新発田市　西姫田地内

交付金事業の概要

姫田線は県道間を結ぶ市道です。近隣集落の生活道路としての利用のほか、周辺地域から市街地への
移動経路として活用されていますが、幅員が4.0～4.5m程度しかないため、一般車両の相互通行や有事
の際の緊急車両の通行に支障をきたす状態です。これを解消するために舗装幅員で標準6.5m（1車線
2.75m）へ拡幅改良を行うものです。

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

姫田線改良事業

目標値 % 100

事業期間の設定理由 交付金事業の終了予定年度

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

達成度 % -

評価年度の設定理由
事業終了予定年度の翌年度に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

成果実績 % -

今年度の工事は令和5年12月26日に完了しました。本工事の完了により事業区間の舗装幅員6.5m（標
準）が確保され、一般車両及び有事における緊急車両の相互通行が容易になり、住民生活の利便性と
安全性の確保できた。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和5年度令和4年度令和3年度

100.0

交付金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

活動見込 m 671.064.2101.0施工延長
活動実績 m 671.064.2101.0

達成度 % 100.0100.0

6,292,000 6,309,000

総事業費 6,273,000 6,292,000 6,309,000

交付金充当額 6,273,000 6,292,000 6,309,000

平成27年度～令和5年度

総事業費

118,148,400円

交付金事業の担当課室 地域整備課

交付金事業の評価課室 財務課

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額（円）
道路改良工事 一般競争入札 (有)今田工業所 16,830,000

うち文部科学省分

うち経済産業省分 6,273,000



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）　
措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置

市道清田山線舗装修繕事業

番号

2

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

[主要政策・施策]
当該市道は道路全幅に損傷が及んでおり劣化が顕著になっています。通行車両の安全性と走行快適性を
考えると早期に修繕することが望まれます。また、キャンプ場利用客のイメージアップにも繋がり、再
訪者の増加も見込まれます。
[目標]
清田山キャンプ場への入込客数年間5千人以上。

事業開始年度 令和4年度 事業終了（予定）年度 令和7年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 十日町市
交付金事業実施場所 十日町市　清田山　地内

交付金事業の概要

　当該市道は、県道中深見越後田沢停車場線から清田山集落を結ぶ市道として整備され、清田山集落の
市民の生活に大きく寄与している。また、周辺には清田山キャンプ場や重地大池自然観察広場といった
観光施設もあり、観光施設利用客からも利用されています。
　こうした中、経年劣化等に伴い道路面の損傷が道路全幅に及んでいる状況です。そのため、損傷した
当該市道を交付金を充当し修繕することにより、地域住民及び観光施設利用客の安全確保を図ります。
路床工　V＝130㎥
下層路盤　L＝44m　A＝359㎡　ｔ＝20cm
上層路盤　L＝44m　A＝359㎡　ｔ＝15㎝
表層工　　L＝44ｍ A＝359㎡　ｔ＝5㎝

成果実績 人

目標値 人

事業期間の設定理由 令和7年度完了予定のため

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

達成度 ％

評価年度の設定理由
評価のための定量的な数値が当年度に出るため

交付金事業の定性的な成果及び評価等

年間５千人以上
清田山キャン
プ場への入込

客数

　本交付金により市道清田山線の舗装を99ｍ修繕することができました。
　毎年、清田山キャンプ場への入込客数は増加傾向にあります（令和4年：4,868人　令和5年：5,389
人）。今後も継続して舗装修繕を行うことで当該キャンプ場への入込客数の増加と道路利用者の安全確
保が見込まれます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

活動見込 ｍ 55.0 44.0施工延長
活動実績 ｍ 55.0 44.0

達成度 ％ 100.0% 100.0%

6,298,000

総事業費 5,275,600 6,298,000

交付金充当額 5,275,600 6,298,000

制限付一般競争入札 ㈱共立舗装 6,944,300

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

道路施設補修

交付金事業の担当課室 中里支所地域振興課

交付金事業の評価課室 中里支所地域振興課

無
単位 令和4年度 令和5年度 令和6年度

交付金事業の契約の概要

うち文部科学省分 0 0

うち経済産業省分 5,275,600

交付金事業の総事業費等 令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

村松体育館日直業務委託 随意契約 （一社）五泉市スポーツ協会 2,002,077

村松体育館環境管理業務委託 指名競争入札 （株）新潟クリーナー 795,641

交付金事業の担当課室 スポーツ推進課　スポーツ施設係

交付金事業の評価課室 企画政策課　企画政策係・スポーツ推進課　スポーツ施設係

4,400,000 4,400,000 4,400,000
交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

村松体育館清掃業務委託 随意契約
（公社）
五泉市シルバー人材センター

5,593,000

・利用者はまだ目標値に達していませんが、前年より利用者数及び大会、イベント開催数は増加していま
す。当該交付金を活用することで良好な利用環境を維持できており、スポーツ活動の推進に寄与していま
す。
・当該交付金を活用市、各種スポーツや器具の取扱いに精通している五泉市スポーツ協会に日直を委託す
ることにより、施設を適切に管理運営することができています。
・維持運営費に当該交付金を充当することで、高齢者の雇用の拡大が図れるとともに、安定した事業運営
を行うことが可能となっています。
  (令和5年7月～令和6年1月　利用者数　47,736人　前年比121％）
（令和5年7月～令和6年1月　大会・イベント開催数　27回　前年比142％）

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標

維持管理経費の充当月数

活動実績 月 7 7 7

活動見込 月 7 7 7
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

4,400,000 4,400,000 4,400,000
交付金事業の総事業費等 備　考

単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度

令和3年度 令和4年度 令和5年度
総事業費

平成30年度～令和5年度
総事業費　　　46,411,411

交付金充当額 4,400,000 4,400,000 4,400,000
うち文部科学省分
うち経済産業省分

5年ごとにPDCAサイクルによる事業改善を図るため。
交付金事業の定性的な成果及び評価等

事業期間の設定理由 第2次五泉市総合計画の終期まで
成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和8年度

評価年度の設定理由

交付金事業の成果目標及
び成果実績

村松体育館の
延べ利用者数
114千人

延べ利用者
数

成果実績 人

目標値 人

達成度 ％

番号 措置名 交付金事業の名称

3
公共用施設に係る整備、維持補修又
は維持運営等措置

村松体育館維持運営事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第2次五泉市総合計画(平成29年度～令和8年度)【基本施策1.いきいきの泉,施策NO.4生涯スポーツの推
進】の基本方針として、子どもから高齢者まで、誰もが、いつでも、どこでも気軽に参加できるスポーツ
やレクリエーション活動の機会の提供と、施設環境の整備を行うことで、一人でも多くの市民の健康維持
と体力増進を図り、生涯を通じて健康で活力に満ちた生活を送ることができるまちをめざします。

事業開始年度 令和4年度 事業終了（予定）年度 令和8年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 五泉市
交付金事業実施場所 五泉市石曽根地内

交付金事業の概要

村松体育館は、スポーツを通じて、明るく健康で豊かな生活を実現するための施設であり、明るく広いア
リーナや視野良好なトレーニングルームを備えた施設です。当該施設は市民をはじめ、市内外から多くの
利用者が訪れ、体育施設としても市の代表的な施設の一つとなっています。
市民をはじめ施設利用者の生涯にわたる健康維持、増進を図る等のため、施設管理業務(清掃・日直・環
境管理)委託費、7カ月分に交付金を充当します。



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

・子どもの教
育環境の向上
・Q-U調査にお
ける学級生活
に満足してい
るこどもが
60％を超える
学級の増加

Q-U調査

交付金事業の担当課室 　総務部　企画政策課

交付金事業の評価課室 　総務部　企画政策課

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
光熱費 随意契約（1年契約） ゆきぐに新電力（株） 22,075,785

総事業費 11,035,495 26,731,632 22,075,785

交付金充当額 7,376,000 7,405,000 7,430,000

うち文部科学省分

うち経済産業省分 7,376,000 7,405,000 7,430,000

平成23年度～令和5年度

総事業費

176,553,961円

活動見込 か月 6 6 6電気料充当月数

活動実績 か月 6 6 6

達成度 ％ 100.0% 100.0%

　無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

100.0%

交付金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

令和3年度

目標値 ％ 75%（令和6年度までに）

事業期間の設定理由 　―

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

達成度 ％ 77.6%

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルを図るため。事業実施翌年度早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

成果実績 ％ 58.2%

　南魚沼市内には16校の市立小学校があり、約2,800人の児童が通学していますが、その年間電気料は
総額でおよそ9,000万円にのぼります。特に冬期は、消雪施設等の利用により電気料は高額となりま
す。本事業により、交付金対象校7校をはじめとして、16校の市立小学校に電気の安定的な供給を交付
対象期間（6か月間）を含む12か月間継続できました。
　これにより、良好な学校環境の維持管理が可能となり、子どもの教育環境の向上に大きく寄与でき
たと考えます。
　Q-U調査は特に低学年において調査項目の意味を勘違いして回答する児童が一定数います。これまで
は、紙の調査票で実施していたため、勘違いの回答により実態と異なる結果が出ないよう教員がフォ
ローし、児童が回答を修正できる環境で調査を行ってきました。令和5年度からWeb調査に切り替わ
り、一度回答が送信されると、本人による回答の修正が困難な仕様となったため、教員のフォローが
機能しにくい環境での調査となりました。令和5年度は調査の実施環境がこれまでと異なるため、前年
度の調査結果との単純比較が困難と考えていますが、令和6年度以降の動向を注視したいと考えていま
す。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

番号

4

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

　【主要政策・施策】
　第二次南魚沼市総合計画（平成28年度～令和７年度）
　政策大綱2　教育・文化
　2－1　学校教育の充実

　【目標】
　いきいきと学校生活が送れるように、「南魚沼らしい」教育資源の活用により教育環
　境の整備・充実を図り、心豊かでたくましい児童・生徒を育成します。

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 　南魚沼市
交付金事業実施場所 　南魚沼市六日町地内　ほか6件

交付金事業の概要

　子ども達が安心して学び、豊かな情操をはぐくむためには、それを可能とする学校環境の整備、維
持運営が必要です。
　そのひとつとして校舎内の明るさの維持や冬期間の暖房をはじめとする、電気の安定的な供給が必
要となることから、学校維持運営として、南魚沼市立小学校７校（城内小学校、六日町小学校、五十
沢小学校、上田小学校、中之島小学校、石打小学校、塩沢小学校）の7～12月分の電気料に充当しま
す。

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置

　学校維持運営事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）　

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和5年度 令和6年度 令和7年度

総事業費 4,400,000

評価に係る第三者機関等の活用の有無
有り（関川村総合振興審議会　28名）

活動見込 名 11会計年度任用職員の配置

活動実績 名 11

達成度 ％ 100.0%

番号

5

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

【主要政策】
第6次関川村総合計画（平成28年度～令和7年度）
第4節　切れ目のない子育て支援のために
第2項　働きながら子育てしている人を応援するために
【施策】
・学童保育、延長保育、土曜日保育の利用者の利便性向上
・未満児保育の受入体制の確保維持
・出生数及び村民ニーズ等に応じた保育園の運営
【目標】
未満児保育事業の待機児童ゼロ

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和7年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 関川村
交付金事業実施場所 関川村大字下関、大島地内

交付金事業の概要

【事業の必要性・内容】
少子化で子どもの人数は減少しているが、核家族化など社会的要因により未満児から保育園に入所を希
望する例や、障がい児や障がい児傾向の子どもの増加により、保育士にかかる負担が増えています。そ
の一方で、子育て支援に関してはこれまで以上の施策を住民が求めていることから、そのニーズに対応
するためには正規雇用の保育士に加え、会計年度任用職員の保育士を村立保育園に配置する必要があり
ます。
【期待される効果】
豊かな自然のなかで子どもの健やかな心身の成長が期待されます。また、保育に求められる様々なニー
ズに対応することにより、仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)した社会の実現が図られま
す。（子を持つ親が安心して子どもを預けることができることに係る指標：未満児保育事業の待機児童
ゼロ）。

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 村立保育園運営事業

事業期間の設定理由 第６次関川村総合計画の計画期間の最終年度が令和7年度であるため
成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

交付金事業の成果目標及
び成果実績

住民ニーズを
とらえた保育
サービスの実
施

未満児保育の
待機率

成果実績 ％

目標値 ％ 0％

達成度 ％

評価年度の設定理由

第６次関川村総合計画の計画期間の最終年度が令和7年度であるため

交付金事業の定性的な成果及び評価等

4,400,000

うち文部科学省分

うち経済産業省分

交付金事業の総事業費等 令和5年度 令和6年度 令和7年度 備　考

交付金充当額 4,400,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
人件費 雇用 会計年度任用職員11名 10,015,094

交付金事業の担当課室 健康福祉課 福祉保険班

交付金事業の評価課室 健康福祉課 福祉保険班



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） (単位：円)

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標

番号

6

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
基本政策　子育て・教育・学ぶ
～子どもの成長、豊かな心と生きる力を育むまちづくり～
　1．子育て支援
　　　市立保育園事業
　　　保護者の就労や疾病等により、保育の必要性がある児童に対し保育を実施し、保護者
　　の子育てと就労の両立を支援する。

　　目標：入園希望者100％受け入れ

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 　胎内市
交付金事業実施場所 　胎内市西条町地内

交付金事業の概要
保護者が安心して子どもを産み育てられる保育環境の整備が望まれており、保育サービスの充実のた
め保育園の円滑な運営が必要であることから、市立保育園（中条すこやかこども園）の保育士人件費
（5名×5月分）に交付金を充当します。

措置名 交付金事業の名称

　地域活性化措置 　子育て支援事業

単位 令和3年度

目標値 ％ 100

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

達成度 ％ 100.0%

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため事業実施翌年度早期に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

成果実績 ％ 100

胎内市立中条すこやかこども園（入園者120人）の保育士人件費に交付金を充当し、事業対象期間（5
か月分）を含む12か月間の保育を実施する体制を整備（交付金充当により保育士5名確保）すること
で、保育園の円滑な運営及び胎内市の子育て支援事業に寄与できました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

令和4年度 令和5年度

100.0%

交付金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

活動見込 人月 25 25 25
保育士人件費
5人×5か月分

活動実績 人月 25 25 25

達成度 ％ 100.0% 100.0%

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

うち文部科学省分

うち経済産業省分 5,481,000 5,464,000 5,445,000

46,462,500円

総事業費 5,481,000 5,464,000 5,445,000

交付金充当額 5,481,000 5,464,000 5,445,000

平成28年度～令和5年度

総事業費

交付金事業の担当課室 こども支援課

交付金事業の評価課室 地域整備課

保育士5名

入園希望者の
受け入れ100％

入園児数/入園
希望者数
（4月1日）

人件費 雇用 8,316,500
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交付金事業の担当課室 企画戦略課 企画政策室

交付金事業の評価課室 企画戦略課 企画政策室

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
保育士・技能員人件費 雇用 保育士12名・技能員4名 33,672,783

うち経済産業省分 18,473,000 18,481,000 18,511,000

総事業費 18,473,000 18,481,000 18,511,000

うち文部科学省分

活動見込 人月 136 128 128

交付金充当額 18,473,000 18,481,000 18,511,000

達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

交付金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

％

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度

保育士・技能員の雇用量
（雇用人数(人)×雇用期
間(月)）

活動実績 人月 136 128 128

目標値 ％ 100

達成度 ％

事業期間の設定理由 第３次村上市総合計画の終期まで

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和8年度

要保育児
の入園率
100％

評価年度の設定理由
毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金の活用により、当該2保育園の12ヶ月間（交付対象期間8ヶ月含む）の保育を実施することが可
能となる体制（保育士12名・技能員4名）を確保し、次世代を担う子どもたちが健やかに成長できる環
境の整備（市内2箇所の保育園の園児100名に対する確実な保育の実施）が図られました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

要保育児の
入園率：入
園者数÷入
園対象人口
×100

成果実績

番号

7

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
第3次村上市総合計画（令和4年度～令和8年度）
　基本目標1 子育てと健康のまち

　政策1－1子育て
　2 保育環境の整備・改善

・ニーズの高い3歳未満児保育の受入拡充などに向けて、民間活力の導入や保育士資
格獲得の支援を行い、保育の供給力確保に取り組みます。

目標：
　要保育児の入園率　100％

※要保育児の入園率：入園者数÷入園対象人口×100

事業開始年度 令和4年度 事業終了（予定）年度 令和8年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 村上市
交付金事業実施場所 村上市下新保、中原地内

交付金事業の概要

市内2保育園保育士・技能員人件費（保育士12名・技能員4名）8ヶ月分。
第3次村上市総合計画に基づき、次世代を担う子どもたちが健やかに成長できる環境の整備（延長保育
等を含む保育園の確実な運営）を図るため、電源立地地域対策交付金を活用し、保育等サービスの充実
に努めます。

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 保育園運営事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） (単位：円)

令和2-6年の5
年間の平均出
生数48人

5年間の平均出
生数

交付金事業の担当課室 子育て支援課
交付金事業の評価課室 企画政策課

22,860,000 23,976,000

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

保育士人件費 雇用 保育士17人 37,124,800

令和5年7月から令和6年2月分まで

交付金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

うち文部科学省分 0 0 0
うち経済産業省分 21,579,000 22,860,000 23,976,000

総事業費 21,579,000 22,860,000 23,976,000
交付金充当額 21,579,000

活動見込 日 237 237 238保育園稼働日数
（土日祝含む）

※令和2年度より7～2月で計上

活動実績 日 237 237 238

達成度 ％ 100.0% 100.0%

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度

100.0%

目標値 人 48

事業期間の設定理由 湯沢町総合戦略の目標年度まで

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

達成度 ％ 0.0%

評価年度の設定理由
湯沢町総合戦略の目標年度であるため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

成果実績 人

評価に係る第三者機関等の活用の有無

番号

8

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

湯沢町総合計画基本政策3　「安心して自分らしく暮らせるまちづくり」
湯沢町総合戦略基本目標4　「子どもがすくすく育つまち」
【数値目標】年間出生数：平成25-29年の5年平均44人　→令和2-6年の5年平均48人

事業開始年度 平成28年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 湯沢町
交付金事業実施場所 湯沢町大字神立地区内

交付金事業の概要
湯沢認定こども園（保育士17人）の人件費に本交付金を充当することで、保育サービスの充実を図り、子
育て環境の向上による湯沢町域内の年間出生数増加を目指す。

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 湯沢認定こども園運営事業



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）　
番号

9

補助金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
上越市第7次総合計画　暮らしやすく、希望あふれるまち上越（令和5年度～令和12年度）
5-1-2　子育て環境の充実
・保護者の就労形態の多様化などに対応した子育て環境や保育サービスが充実し、保護者が安心して
児童を預けることができます。
・安全な保育環境が確保されるとともに、保育園の適正配置などの取組により、集団保育ができる体
制が維持されます。
【目標】待機児童数　0人（令和5年度）

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和12年度

補助金事業者名 上越市
補助金事業実施場所 上越市板倉区（いたくら保育園）ほか7か所

補助金事業の概要

　上越市内の市立保育園の保育士人件費（8保育園・保育士41名）6か月分。
　上越市では、保護者の就労形態や保育ニーズの変化を的確に捉え、子どもたちの健やかな育ちを支
えるため、子育て環境の一層の充実を図っていく必要があることから、電源立地地域対策交付金を活
用することで安定した保育園運営を行うとともに、保育サービスの充実に努めています。

措置名 補　助　金　事　業　の　名　称

地域活性化措置 保育園運営事業

目標値 人 0

達成度

事業期間の設定理由 上越市第7次総合計画の終期まで

補助金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

待機児童の
数0人

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施

補助金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金の活用により、上越市内の市立保育園の保育士人件費（8保育園・保育士41名）6か月分を確
保することができました。次年度も、子育て世代の多様なニーズにこたえた保育サービスの提供に取
り組みます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

待機児童の数
（入園希望者-入

園者数）

成果実績 人 0

無

補助金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度

保育士（補助事業対象者）の
雇用量（雇用人数(人)×雇用
期間(月)）

活動実績 人月 432 534 246
活動見込 人月 438 564 246

達成度 98.6% 94.7% 100.0%

補助金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

総事業費 104,880,000 104,803,000 59,805,000

補助金充当額 104,880,000 104,803,000 59,805,000

補助金事業の担当課室 こども・子育て部　幼児保育課、総務部　人事課

補助金事業の評価課室 こども・子育て部　幼児保育課

補助金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
保育士人件費 雇用 保育士41名 76,178,096



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和5年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

備　考

56,691,000 56,691,000 56,691,0001

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

刈羽村電源立地地域対策交付金事
業基金（維持補修基金）造成事業

刈羽村

交付金事業者名又は間接
交付金事業者名

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業に要し

た経費
交付金充当額



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度） （単位：円）

単位 評価年度

成果実績 －

目標値 －
達成度 ％

単位

円

円

％

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称

1 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 刈羽村電源立地地域対策交付金事業基金（維持補修基金）造成事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村

交付金事業実施場所   刈羽村内一円

交付金事業の概要

刈羽村は、平成28年度に公共施設等総合管理計画を策定（令和3年10月改訂）し、施設の重要度や劣化状況等に基づき長期的な視
点で優先度を付けて計画的に維持管理、修繕、更新等を行う方針をとりまとめました。この計画に基づき、今後概ね10年間において
村内公共用施設の維持補修費用に充てるための基金を造成しました。

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその

目標

基本目標3　自律と絆で希望の笑顔
　（4）健全な行財政の運営
　　341　行財政の効率化・健全化
　　　○安定した財政運営の推進

・公共用施設の整備・維持補修・維持運営等の経費に充当するため、電源立地地域対策
交付金事業基金を積み立てます。また、国・県の事業の活用等新たな財源の確保に努め
ます。

目標：行政サービスの向上に対する満足度　26％（令和7年度）

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

評価に係る第三者機関等の活用の有無

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 令和9年度
公共用施設において住民サービスを安定

的に提供します。

評価年度の設定理由
　事業実施（基金造成）の4年後に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
本交付金を活用して基金を造成することにより、令和5年度末の基金残高は218,487,460円となり、公共用施設の維持補修を実施す

るための財源を確保することができました。住民サービスを安定的に提供するために本基金を活用し、公共用施設の計画的な維持補
修と長寿命化対策の推進に努めます。

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 令和3年度 令和4年度 令和5年度

基金の造成金額 活動実績 37,004,000 56,641,000

達成度 100 100 100

無

56,691,000

活動見込 37,004,000 56,641,000 56,691,000

総事業費 37,004,000 56,641,000 56,691,000

平成20～5年度総事業費
502,141,000

交付金充当額 37,004,000 56,641,000 56,691,000

うち文部科学省分

うち経済産業省分 37,004,000 56,641,000

交付金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備考

56,691,000

交付金事業の契約の概要

交付金事業の評価課室 産業政策課

契約金額

基金造成 積立 － 56,691,000

交付金事業の担当課室 産業政策課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方




